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１．はじめに

、「 」原子力安全委員会は平成 年 月 主な原子炉施設におけるクリアランスレベルについて１１ ３

と題する報告書を取りまとめ、主な原子炉施設（軽水炉及びガス炉）における固体状物質（コ

ンクリート及び金属）を対象に、科学的な観点から、我が国におけるクリアランスレベルの基

準値を導出した。更に、平成 年 月には「重水炉、高速炉等におけるクリアランスレベルに１３ ７

ついて」と題する報告書を取りまとめ、軽水炉及びガス炉以外の原子炉施設を対象としたクリ

アランスレベルの基準値を導出した。

また、同委員会は平成 年 月 「原子炉施設におけるクリアランスレベル検認のあり方に１３ ７ 、

ついて」と題する報告書（以下「検認報告書」という ）を取りまとめ、クリアランスレベル。

検認に当たっての基本的考え方を示したが、検認報告書では、行政庁がクリアランスレベル検

認を行う際の具体的な方法（運用）については、クリアランスレベルを用いて「放射性物質と

して扱う必要のない物」を制度化し、当該制度が運用されるまでに行政庁によって整備される

べきものであるとしている（資料１「我が国のクリアランス制度の検討経緯 。」）

一方、平成 年 月には我が国初の商業用原子力発電所である日本原子力発電㈱東海発電所１０ ３

が運転を恒久停止し、使用済燃料を搬出後、平成 年 月から廃止措置に着手している。当１３ １２

該発電所の廃止措置の進展に伴い、放射性廃棄物以外に放射性廃棄物でない廃棄物や放射性物

質として扱う必要のない物の発生が見込まれ、クリアランスレベルを用いて「放射性物質とし

て扱う必要のない物」を判別する制度を早期に確立することが期待されている。

こうした状況に鑑み、クリアランス制度の法制化に向けて総合資源エネルギー調査会原子力

安全・保安部会廃棄物安全小委員会（以下「小委員会」という ）は、低レベル放射性廃棄物。

等安全ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という ）における技術的事項を中。

心とした検討を経て、原子力安全委員会が示したクリアランスレベル及びクリアランスレベル

検認の基本的考え方を踏まえつつ、高い信頼性を有し、かつ、合理的に運用できるクリアラン

スレベル検認の方法を中心とした検認制度について、国と原子力事業者のそれぞれの役割に基

づき、行政庁が行う検認に関する具体的な規制を想定しつつ、クリアランスレベル検認に当た

って必要な技術要件に関する基本的事項について検討を行った。また、クリアランスされた物

に適用される環境関係法令についても調査検討を行うとともに、排出事業者としての原子力事

業者の基本的考え方についてもヒアリングを行い、クリアランスレベル検認制度の運用に当た

って留意すべき事項についても附言した。

小委員会において取りまとめた報告書案については、平成 年 月 日から 月 日までの間１６ ６ ９ ７ ８

パブリックコメントの募集を行い、 件の意見が寄せられた。また、東京、大阪においてク５９

リアランス制度に関するシンポジウムを開催し、東京で 名、大阪で 名の参加を得た。１３２ ９８

同シンポジウムでは、制度案及びパブリックコメントに対する小委員会の考え方を説明すると

ともに、参加者からの意見に対しては、委員及び事務局において可能な限り回答した。特に、
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大阪におけるシンポジウムでは、ライブ映像をインターネット中継し、経済産業省及び原子力

安全・保安院のホームページから発信した。

これらパブリックコメントなどで寄せられた貴重な意見に対しては、小委員会における考え

方を取りまとめ、ホームページに掲載するとともに、いくつかの点については本報告書の最終

取りまとめに反映させた。

なお、クリアランスレベルについては、上述のとおり、原子力安全委員会によって示されて

、 （ ） 「 、 」きたが 国際原子力機関 ＩＡＥＡ が 規制除外 規制免除及びクリアランスの概念の適用

と題する安全指針を取りまとめたことから、同委員会では現在（平成 年 月時点 、これま１６ ９ ）

で示してきたクリアランスレベルの見直しを行っているところである。今後、国の規制値とし

てのクリアランスレベルは同委員会の検討結果を踏まえて設定されることとなるが、本報告書

は、原子炉施設を例にクリアランスレベル検認に係る規制の枠組み、技術的基準などについて

定めたものであり、これらは与えられるクリアランスレベルや原子力施設の種類にかかわらず

基本的に適用可能なものである。また、ここに示した方法以外の方法を用いて検認する場合で

あっても十分な技術的根拠があれば、その方法は認められるものである。さらに、本報告書で

、 、示した事項は 現時点における最新の知見及び技術動向を可能な限り反映することに努めたが

今後の経験と新しい知見、技術の進展に応じて有益な情報が得られた場合には、適宜見直され

るべきものである。



- 3 -

２．クリアランス制度

２－１ 原子力の開発利用と廃棄物

原子力発電や核燃料サイクル事業など原子力の開発利用に伴い様々な種類の廃棄物が発生

する。これらの廃棄物の中には、放射性廃棄物として放射線防護の観点から特別の管理を要

するもの以外に、元来、放射性物質による汚染のない廃棄物（放射性廃棄物でない廃棄物）

や汚染のレベルが極めて低く放射性物質として扱う必要のない廃棄物も含まれる。

例えば資料２に示すように、現在、廃止措置が行われている東海発電所（ガス炉）からの

廃棄物発生量は 万トン（金属 万トン、コンクリート 万トン）であるが、このう１９.２ １.９ １７.３

ち、放射性廃棄物でない廃棄物は発生量の ％に当たる 万トン（金属 万トン、コン６７ １２.９ １.０

クリート 万トン 、汚染のレベルが極めて低く放射性物質として扱う必要のない物は同１１.９ ）

％に当たる . 万トン（金属 万トン、コンクリート 万トン）であり、これら以外２４ ４ ５ ０.７ ３.９

は低レベル放射性廃棄物であり、その発生量は同 ％に当たる 万トン（金属 万トン、９ １.８ ０.３

コンクリート 万トン）と見込まれている。１.５

また、今後、廃止措置が見込まれる加圧水型軽水炉(ＰＷＲ)及び沸騰水型軽水炉(ＢＷＲ)

万 級の原子炉施設１基当たりの廃止措置に伴う廃棄物発生量は ～ 万トン１１０ ｋＷ ４９.５ ５３.６

（ 、 ） 、 、金属 ～ 万トン コンクリート ～ 万トン と試算されているが このうち４.１ ３.８ ４５.４ ４９.８

９６ ９２ ４７.７ ４９.５ ３.４ ０.８放射性廃棄物でない廃棄物は発生量の ～ ％に当たる ～ 万トン（金属 ～

万トン、コンクリート ～ 万トン 、汚染のレベルが極めて低く放射性物質として扱４４.３ ４８.７ ）

う必要のない物は同 ～ ％に当たる ～ 万トン（金属 ～ 万トン、コンクリート３ ６ １.２ ２.９ ０.３ ２.１

～ 万トン）であり、これら以外は低レベル放射性廃棄物であり、その発生量は同 ～０.９ ０.８ １

％に当たる ～ 万トン（金属 ～ 万トン、コンクリート ～ 万トン）と推定２ ０.６ １.２ ０.４ ０.９ ０.２ ０.３

されている 資料２ 実用発電用原子炉施設の廃止措置に伴い発生する廃棄物等の発生量 推（ 「 （

定 。）」）

一般の産業活動に伴い発生する廃棄物については 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 以、 （

下「廃棄物処理法」という ）や建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律をはじめと。

した循環型社会形成推進のための法的整備と対策が進められている。その基本は廃棄物等の

発生抑制に努めるとともに、技術的及び経済的に可能な範囲で、製品などに再使用したり、

原材料として再生利用するなど循環的な利用を行い、循環的な利用が行われないものについ

（ 「 」）。ては適正に処分することとされている 資料４ 循環型社会の形成の推進のための法体系

平成 年度についてみると、産業廃棄物の総排出量は 億トンであり、このうち、直接再１３ ４

生利用されたものは 万トン(全体の ％)､中間処理されたものは 億 万トンとな８,２００ ２０ ２ ９,７００

っている。中間処理されたものはこの段階で 億 万トンにまで減量化された上で再生１ ２,２００

４６ １ ８,３００利用又は最終処分されており、最終的には排出された産業廃棄物の ％に当たる 億
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万トンが再生利用され、同 ％に当たる 万トンが最終処分されている（資料５「産１０ ４,２００

業廃棄物の種類別排出量と処理の流れ 。」）

１４ ４ １ ４.なお、平成 年 月 日現在における産業廃棄物最終処分場の残余年数は、全国平均で

年と推計されている（資料６「産業廃棄物最終処分場の残余容量と残余年数 。３ 」）

原子力の開発利用に伴い発生する廃棄物についても、原子力の研究、開発及び利用に関す

る長期計画（平成 年 月原子力委員会決定）において示されているように、産業活動に１２ １１

伴い発生する廃棄物と同様に、発生量の低減と有効利用が必要である。すなわち、原子炉施

設の運転や廃止措置（以下「廃止措置等 という ）に伴い発生する廃棄物については、そ」 。

の発生量の低減に努めるとともに 「放射能汚染のない廃棄物」や「放射能による汚染のレ、

ベルが極めて低く放射性物質として扱う必要のない廃棄物」については、合理的に達成でき

る限りにおいて、リサイクルを基本とする循環的な利用を行うとともに、循環的な利用が行

われないものについては適正に処分することが重要である。ただし、放射性廃棄物として区

分されるものについては、公衆の健康や環境に悪影響を及ぼさないように適切に処理・処分

されるべきであることは言を待たない。また、放射性廃棄物であるか否かを問わず、公衆や

環境に配慮し、事業活動に伴い発生する廃棄物の適切な処理・処分を行うことは排出者であ

る事業者の責務である。

なお、一般に、放射性物質は気体状放射性物質、液体状放射性物質及び固体状放射性物質

に区分され、また、その放射性核種の別により「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（以下「原子炉等規制法」という 「放射性同位元素等による放射線障害。）」、

の防止に関する法律（以下「放射線障害防止法」という 」によって規制されている。ク。）

リアランスという概念そのものは、放射性物質を扱う施設一般に適用されるものであるが、

本報告書では特に断りのない限り、原子力安全委員会報告で既に提案がなされている原子炉

等規制法下の原子炉起源の固体状放射性物質又は固体状放射性廃棄物のクリアランス制度を

例に検討を行った。

２－２ クリアランスとクリアランスレベル

自然界には、大地や空気中、あるいは人体や食べ物にも含まれている天然放射性物質（ウ

ラン、ラドン、カリウム-40など）や宇宙線に起因した自然放射線があり、我々は常に自然

界から年間平均約 （世界平均）の放射線を受けている（図１「日常２.４ｍＳｖ[ミリシーベルト]

生活と放射線 、図２「体内、食品中の自然放射線 、図３「放射能と放射線」を参照 。」 」 ）
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図１ 日常生活と放射線

図２ 体内、食品中の自然放射線

●体内の放射性物質の量

（体重６０ｋｇの平均的な

日本人の場合） カリウム４０ ４，０００ベクレル [Bq]
炭素１４ ２，５００ベクレル [Bq]
ルビジウム８７ ５００ベクレル [Bq]
鉛２１０・ポロニウム２１０ ２０ベクレル [Bq]

●食物中のカリウム４０の

放射能量（日本）

（ベクレル／ｋｇ）[Bq/kg]

出典：原子力安全研究協会「生活環境放射線データに関する研究」

日日 常常 生生 活活 とと 放放 射射 線線
放 射 線 の 量 (ミ リ シ ー ベ ル ト )

１ ０

１

０ .１

０ .０ １

胸 部 Ｘ 線 コ ン ピ ュ ー タ 断 層 撮 影
検 査 （ Ｃ Ｔ ス キ ャ ン ） １ 回

６ .９

２ .４

東 京 ～ ニ ュ ー ヨ ー ク 航 空 機 旅 行 (往 復 )

〔 高 度 に よ る 宇 宙 線 の 増 加 〕

０ .２

一 般 公 衆 の 年 間 線 量 限 度

（ 医 療 は 除 く ）
１ .０

原 子 力 発 電 所 (軽 水 炉 )周 辺 の
線 量 目 標 値 (年 間 )

０ .０ ５

胸 の Ｘ 線 集 団
検 診 （ １ 回 ）

ク リ ア ラ ン ス レ ベ ル 導 出
の 線 量 目 安 値 (年 間 )

年 間 １ 人 あ た り の 自 然
放 射 線 （ 世 界 平 均 ）

空 気 中 のラ ド ンか ら １ .２ ６

大 地 か ら ０ .４８

食 物 か ら０ .２ ９

宇 宙 か ら０ .３ ９

（ 出 典 ）原 子 力２ ０ ０３ 〔 資源 エ ネル ギ ー庁 〕 にク リア

ラン ス レベ ル 導出 の 線量 目 安値 (年 間 )を 加筆

０ .４

岐 阜 ⇔ 神 奈 川

国 内 自 然 放 射 線 の 差 (年 間 )

[県 別 平 均 値 の 差 の 最 大 ]

０ .６ ： 胃 の Ｘ 線 集 団 検 診 (１ 回 )

ブ ラ ジ ル ･ガ ラ パ リ 市 街 地 の
自 然 放 射 線 (年 間 )

１ ０

１ ０ ０

１ ,０ ０ ０

１ ０ ， ０ ０ ０

２ ０ ０

全 身 被 ば く
こ れ よ り 低 い 線 量 で は 臨 床 症 状
が 確 認 さ れ て い ま せ ん

５ ０ ０

全 身 被 ば く
末 梢 血 中 リ ン パ 球 の 減 少

１ ， ０ ０ ０
全 身 被 ば く
悪 心 、 嘔 吐 (1 0 % の 人 )

7 ,000 ～ １ ０ ， ０ ０ ０
全 身 被 ば く
死 亡
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図３ 放射能と放射線

原子力安全委員会報告書「主な原子炉施設におけるクリアランスレベルについて〔平成

年 月 （以下「クリアランスレベル報告書」という ）によれば、日常生活における自１１ ３ 〕」 。

然界の放射線やリスクとの関連を考慮すれば、ある物質に含まれる微量の放射性物質が持つ

放射能に起因する線量（図３「放射能と放射線」を参照）が、自然界の放射線レベルに比較

して十分小さく、また、人の健康に対するリスクが無視できるものであるならば、当該物質

を放射性物質として扱う必要がないとして、放射線防護に係る規制の枠組みから外すという

考え方を『クリアランス』としている。

また、クリアランスレベル報告書では 「放射性物質として扱う必要がない物」を区分す、

るレベルを『クリアランスレベル』とし 「放射性物質として扱う必要がない」ことの要件、

は、当該物質に起因する線量が自然界の放射線レベルと比較して十分小さく、また、人の健

康に対するリスクが無視できることであり、クリアランスレベルを導出するための線量の目

安値として『年間 マイクロシーベルト]（自然界から受ける年間の被ばく線量の１０μＳｖ[

以下 』を用い、この線量に相当する放射性核種の濃度に換算してクリアランスレベ１/１００ ）

ルを示している（図４「クリアランスレベルの算出方法」を参照 。）

なお、年間 μ は、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ:International Commission on１０ Ｓｖ

Radiological Protection）など国際的にも放射線防護の体系の中で人の健康に対するリス

クが無視し得る線量として使用されている。

(出典) (財)原子力文化振興財団｢｢原子力｣図面集｣に一部加筆

人が受けた放射線影響の
度合い(線量)を表す単位

シーベルト（Ｓｖ）

明るさを表す単位
ルクス（ｌｘ）

光の強さを表す単位

カンデラ（ｃｄ）

放射能の強さを表す単位

ベクレル（Ｂｑ）
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図４ クリアランスレベル算出方法

我が国では、クリアランスレベルについては昭和 年以降、原子力委員会や原子力安全５９

委員会においてその必要性や基本的考え方が示されるなど検討が進められ、平成 年 月に１１ ３

原子力安全委員会がクリアランスレベル報告書において国際動向を踏まえた具体的な基準値

を示し、平成 年 月には同委員会が検認報告書においてクリアランスレベル検認に当たっ１３ ７

ての基本的考え方を示したところである。

一方、国際原子力機関（ＩＡＥＡ：International Atomic Energy Agency）は平成 年、８

「電離放射線に対する防護及び放射線源の安全のための国際基本安全基準（以下 ＢＳＳ「

（International Basic Safety Standards for Protection against Ionizing Radiation and for the

という 」においてクリアランスの概念を導入するとともに、Safety of Radiation Sources）」 。）

クリアランスレベルについて「放射線防護に係る規制の体系から外してもよい物を区分する

レベル」と定義し、その具体的運用を各国の規制当局に委ねた。

、 （ ） 、ＢＳＳでは 少量 トンオーダー の放射性核種の規制免除レベルを規定しているものの

大量の物量の規制免除レベルなどには触れていないことから 、大量の物量についての規制、

除外、規制免除及びクリアランスについての検討結果がＢＳＳの下の安全指針「規制除外、

規制免除及びクリアランスの概念の適用」として本年 月に取りまとめられた。８

諸外国においてもクリアランスレベルに関する検討が行われており、イギリス、ドイツ、

スウェーデン、フィンランドなど一部の国ではクリアランスレベルが制度化され、実際に埋

(注) 「主な原子炉施設におけるクリアランスレベル(平成11年３月原子力安全委員会報告書)」等を参考に作成。なお､ク
リアランスレベルについては原子力安全委員会において見直し中（平成16年９月現在）。

原子炉施設か
ら発生する

・金属

・コンクート

【再利用】

・金属を処理し消費財として再利用

・コンクリートを建築材に再利用 等

（評価対象経路：３２）

【埋設処分】

・埋立地の農作物を摂取

・埋立地から地下水へ移行した井戸水

を飲用 等

（評価対象経路 ：４１）

どのような事例であっても、人体への影
響が１年間当たり１０ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ[μＳｖ]
となる金属やコンクリートの放射性核種
（２１核種）の濃度レベル

クリアランスレベル（単位：Ｂｑ/ｇ）

Ｈ－３： 200 Cs－134 ： 0.5

Ｃ－14： 5 Cs－137 ： 1
Mn－54： 1 Eu－152 ： 0.4
Co－60： 0.4 Eu－154 ： 0.4
Sr－90： 1 全α核種： 0.2
Ba－133： 2

評価経路

原子炉施設における固体状物質を対
象に、線量評価において相対的に重
要となる放射性核種を抽出

◆ クリアランスレベルの計算方法

クリアランスレベルは、原子炉施設から発生する金属やコンクリートが、どのように再

利用されたり、廃棄物として埋め立てられたとしても、人体への影響が無視できるといえ

るよう様々な事例（評価経路）を想定した計算結果から算出されている。
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設処分又は再利用に適用されている。

また、欧州委員会では、ＩＡＥＡのＢＳＳを踏まえ、平成 年 に「電離放射線８ （１９９６年）

の危険から公衆と作業者の健康を保護のための基本安全基準」を採択し、この中で、クリア

ランスについては、規制された行為から発生した物に含まれる放射性物質の濃度が「クリア

ランスレベル以下」であるならば、処分、再利用あるいは再使用のために国の規制当局が規

制要件を外すことが可能であるとしている。また、各国の規制当局がクリアランスレベルを

決める際には、欧州委員会が作成した指針に基づくことを求め、同委員会はこれまでに、原

子力施設の解体に伴う金属、コンクリートのクリアランスレベル及び発生起源を問わない一

般的なクリアランスレベルについて指針を示している（資料７「諸外国のクリアランス制度

について 。」）

２－３ クリアランスの意義

、 、現行の原子炉等規制法及び本年 月に改正された放射線障害防止法下では 原子力の研究６

開発及び利用に伴い発生する放射性廃棄物のうち、固体状の放射性廃棄物については原子炉

施設内の保管廃棄施設に適切に保管廃棄するか、あるいは施設外に廃棄する場合は放射性廃

棄物処分施設に廃棄することとされている。

一方、その放射能濃度が放射線防護上特段の考慮をする必要がないレベル以下であること

を所要の手続きにより確認し、確認した以降は放射性物質又は放射性物質によって汚染され

た物として取り扱わないこととすることが「クリアランス制度」であり、諸外国では既に制

度化され、実施に移されている国もある。

ある物質に含まれる微量の放射性物質に起因する線量が、自然界の放射線レベルに比較し

て十分小さく、また、人の健康に対するリスクが無視できるものであるならば、当該物質を

放射性物質でないものとして扱うことは、放射線防護の観点からも合理的である。

また、クリアランスの制度化により、原子力の研究、開発及び利用に伴い発生する廃棄物

等を資源として再使用・再生利用（以下「再生利用等」という ）が可能になるとともに、。

再生利用等が合理的でない場合には放射線防護の観点を考慮する必要がない処分ができるな

ど、廃棄物等の処理処分及び再生利用等を安全かつ合理的に扱うことが可能となり、我が国

が目指す循環型社会の形成に資することとなる。

平成 年 月にとりまとめられた総合エネルギー調査会原子力部会（当時）報告書（商業９ １

用原子力発電施設の廃止措置に向けて）においては 「今後、仮に、クリアランスレベルに、

係る制度が整備されなかった場合には、本来放射性廃棄物として扱う必要のない廃棄物が低

レベル放射性廃棄物と混在されて処分されたり、再利用可能な資源が廃棄されることとなる

ことから、環境負荷を増大させるのみならず、放射性廃棄物の処分費用をも不必要に上昇さ

せることとなる」と指摘している。ただし、クリアランスの実施においては、放射性廃棄物

と放射性廃棄物として扱う必要のない物を安全に区分することが大前提であり、経済性が安

全性に優先するものではない。



- 9 -

なお、クリアランスレベル以下と確認された対象物は放射性物質として扱う必要がなく、

放射線防護に係る規制の体系から外れることとなるので、原子炉等規制法の規制ではなく、

一般的な再生利用等、産業廃棄物に係る法令の規制を受けることとなる。すなわち、クリア

ランスされたものは、例えば廃棄物処理法において対象外としている「放射性物質又はこれ

によって汚染されたもの」には該当せず、同法の適用対象となるものもある。このため、ク

リアランスの制度化に当たっては、これら関係法令と整合性のとれたものとすべく、関係省

庁と十分調整・連携を図ることが重要である。
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３．クリアランスレベル検認制度

３－１ クリアランスレベル検認制度の検討に当たって

クリアランスレベル検認 以下 検認 という とは クリアランスレベルを用いて 放（ 「 」 。） 、 「

射性物質として扱う必要のない物」であることを原子力事業者が判断し、その判断に加えて

国が適切な関与を行うことである。検認においては、放射性廃棄物として管理すべき物はク

リアランスすべき物と峻別して従来どおり放射性廃棄物として適切に管理し、クリアランス

レベル以下の物のみがクリアランスされるシステムを構築し、維持することが、クリアラン

スに対する国民の信頼を得る上で重要である。

このためには、事業者においては事前の評価による対象物の適切な分類、適切な測定・判

断、事後の保管・管理等の各段階はもとより、これらがシステムとして高い信頼性をもって

機能するための品質保証活動を確実にするとともに、国はその妥当性や測定・判断の結果を

確認する制度とすることが重要である。

以上の諸点を踏まえ、クリアランスレベル検認制度の検討に当たっての基本的考え方を以

下に示す。

原子力の研究、開発及び利用に伴い原子力施設あるいは放射性同位元素の取扱施設などか

ら、放射性物質として扱う必要のない廃棄物が発生するが、検認において当面想定される具

体的な対象は、原子炉施設の廃止措置等に伴う廃棄物であり、ここでは、大量の物量が想定

される原子炉の廃止措置を例に検討した。なお、本検討結果は、基本的に他の原子力施設か

ら発生する廃棄物のクリアランスにも適用し得るものであり、今後クリアランス制度の法整

備を行うに当たっては、原子炉施設のみならず、核燃料サイクル施設等を含めた原子力施設

から発生する廃棄物全般を対象とした制度として検討することが必要である。

３－２ クリアランスレベル検認の流れ

原子炉施設の廃止措置は、設備機器や建屋の解体撤去、解体物の搬出など様々な作業が段

階的に実施されることから、実際に想定される廃止措置の流れに沿った原子力事業者に係る

検認の実施手順の概要を図５に示す。本検認の実施手順は、原子炉施設の運転に伴い発生す

る固体状物質（金属・コンクリート）にも適用される。

(1) 事前の評価

事前の評価によって、クリアランスレベル検認対象物（以下「対象物」という ）の汚。

染状況や物量を把握し、対象となる範囲の設定や測定・判断条件を的確に行うための情報

を収集する。
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(2) 対象物の選定

事前の評価結果に基づき対象物を選定するとともに、後に行われる測定などを効率的に

、 、 、 、 。 、行うために 対象物を発生場所 材質 汚染形態 解体工程などに応じて分類する また

必要に応じ除染やはつりなどの前処理により検認対象物から放射性廃棄物を分離する。

(3) 測定・判断方法の設定

個別に対象物の測定などに着手する前に、対象物の放射性核種濃度を測定・判断するた

めの手法などを設定するとともに、自ら定めた対象物の測定・判断の方法の妥当性につい

て国の認可を受ける。

(4) 対象物の測定・判断

個別の対象物の性状などに応じた解体工程を選択し、その工程に従って国の認可を受け

た測定・判断手法に基づき放射性核種濃度を測定し、クリアランスレベル以下であること

を判断する。また、その測定・判断に記録を作成し保管する。

なお、解体工程との関係で、対象物の測定・判断の時期などについては、例えば以下の

３つのパターンが考えられる。

① 小型機器（配管、ポンプ等 、コンクリート構造物（小型機器据付台座等）などの対）

象物を解体する場合は、対象物を解体し、自ら対象物の測定・判断を行った後、国によ

る確認を受け搬出する。

② 大型機器（大型熱交換器、タービン等）などの対象物を撤去する場合は、対象物につ

いて自ら測定・判断を行った後に据え付け場所から撤去し、国による確認を受け搬出す

る。

③ 建屋、建屋一体型機器などの対象物を解体する場合は、対象物について自ら測定・判

断を行い、国による確認を受けた後に解体し搬出する。

(5) 保管・管理、搬出

クリアランスレベル以下であることが確認された物を搬出するまでの間、適切に保管・

管理する。



- 12 -

図５ クリアランスレベル検認の流れ（原子炉施設の廃止措置の例）

３－３ クリアランスレベル検認に当たっての国と事業者の役割の基本的考え方

クリアランスレベル以下であることが検認された対象物は、原子炉等規制法関係法令でい

うところの「核燃料物質又は（及び）核燃料物質によって汚染された物」として扱う必要が

なくなるため、原子力事業者によるクリアランスレベル以下であることの判断に加えて、国

が適切な関与を行うことにより、検認の確実性を担保することが重要である。このため、国

においては対象物の測定及び判断の方法に関する技術基準を定めるとともに、技術基準に従

って原子力事業者が予め定める測定及び判断の方法の妥当性や測定及び判断の結果の確認を

行うこととする。

一方、原子力事業者は、その事業などに伴って生じた廃棄物は自らの責任において適正に

処理するとともに、対象物の測定及び判断の方法を定め、自ら定めた方法に従い、対象物を

適切に区分し、その放射性核種濃度の測定などを行うことにより、クリアランスレベル以下

であるか否かの判断を行う必要がある。また、クリアランスレベル以下と判断した物は搬出

するまでの間、適切に保管・管理するとともに、その測定などの記録を作成し保管する必要

がある。

●
国
に
よ
る
測
定
・
判
断
結
果
の
確
認

(

注
２)

〔

再
使
用･

再
生
利

用

〕
〔
適

正

処

分
〕

●
保

管

・

管

理

、

搬

出

●
測
定
・
判
断
方
法
の
設
定

●
検

認

対

象

物

の

選

定

●
事

前

の

評

価

●クリアランスレベル
検認対象物の測定・判断

●
国
に
よ
る
測
定
・
判
断
方
法
の
認
可

(

注
１)

解 体
又は
改 修

測 定 ･ 判 断

測 定 ･ 判 断
解 体
又は

撤 去

測 定 ･ 判 断

小型機器､コンクリート構造物 等

大型機器 等

建屋､建屋一体型機器 等

解体
又は

改修

(注)１．国による測定・判断方法の認可(認可時の審査内容)
評価対象とする放射性核種の選択や組成比の設定方法､対象物の特性に応じた測定条件の設定や測定方法､測定結果の評価方法､測定･判断が

終了した対象物の一時保管の方法､記録の管理､品質保証計画の策定状況 等
２．国による測定・判断結果の確認

認可を受けた方法に基づき行われた測定･判断に関する記録を確認する(必要に応じ抜き取り測定)｡また､事前の評価からクリアランスされた
物の搬出まで一連の測定･判断に係る品質保証活動の実施状況の確認について､国は適切な機会を通じてこれを行う｡

３．クリアランスされた物の処分又は再生利用の際の最初の搬出先について､制度が社会に定着するまでの間､事業者が把握･記録するよう求める。

記 録
実施主体として(独)原子力安全基盤機
構の活用を検討

測定･判断方法の
技術基準の制定

民 間 規 格 (

注
３)

保

管

・

管

理
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３－４ クリアランスレベル設定等の考え方

対象とする原子力施設、対象物及びクリアランスレベルについては、原子力安全委員会が

とりまとめたクリアランスレベル報告書及び「重水炉、高速炉等におけるクリアランスレベ

ルについて〔平成 年 月 （以下「クリアランスレベル報告書等」という ）並びに検認１３ ７ 〕」 。

報告書において示された原子炉施設（軽水炉、ガス炉、重水炉、高速炉 、対象物及びクリ）

アランスレベルを用いることとし、複数の放射性核種が存在する場合には、対象物中の放射

性核種ごとの濃度をそれぞれのクリアランスレベルで除した値の総和が１以下であることを

もってクリアランスレベル以下であることを確認する。

原子力安全委員会のこれらの報告書では、対象とする原子炉施設の廃止措置等に伴って発

生する固体状物質に含まれる放射性核種のうち、線量評価上重要な放射性核種のクリアラン

スレベルを算出し、更に、各放射性核種ごとの相対重要度を評価し、規制上押さえるべき重

要放射性核種を定めている（表１「原子炉施設(軽水炉、ガス炉、重水炉、高速炉)における

重要放射性核種とクリアランスレベル 。したがって、これらの報告書の対象外の施設か」）

ら発生する固体状物質のクリアランスにおいては、別途規制上対象とすべき放射性核種につ

いて検討する必要がある。

今後、クリアランスレベルは、原子力安全委員会において見直しなどが行われた場合はそ

の値を用いることとするが、本小委員会における検討結果は、規制の基本的枠組み、事業者

における測定・判断に係る技術的基準などについて取りまとめたものであり、基本的には与

えられるクリアランスレベルにかかわらず適用できるものと考えられる。なお、原子力安全

委員会では ＩＡＥＡの安全指針 規制除外 規制免除及びクリアランスの概念の適用 平、 「 、 」（

成 年 月）を踏まえ、既にとりまとめているクリアランスレベルの見直しの必要性も含め１６ ８

検討中であるが、制度の実施にあたっては、原子力安全委員会における最新の検討結果を取

り入れることが適当である。

表１ 原子炉施設（軽水炉、ガス炉、重水炉、高速炉）における重要放

射性核種とクリアランスレベル（単位： ）Ｂｑ／ｇ

重要放射性核種 クリアランスレベル 重要放射性核種 クリアランスレベル

Ｈ－３

(トリチウム)
２００

Ｃｓ－１３４

（セシウム）
   ０.５

※　Ｃ－１４

（炭　素）
  　　　 ５

Ｃｓ－１３７

（セシウム）
１

Ｍｎ－５４

(マンガン)
 　１

Ｅｕ－１５２

（ユーロピウム）
　 ０.４

Ｃｏ－６０

(コバルト)
      ０.４

Ｅｕ－１５４

（ユーロピウム）
   ０.４

Ｓｒ－９０

（ストロンチウム）
   １ 全α核種 　 ０.２

※ Ｂａ－１３３

（バリウム）
   ２    
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． 、 （ ）。(注)１ クリアランスレベルについては 原子力安全委員会において見直し中 平成 年 月現在１６ ９

２．上表中、※の放射性核種は、高速炉又は重水炉のみに適用されるもので、C-14は放射化さ

れた黒鉛遮へい体の場合（高速炉）のみに、Ba-133は放射化された粗骨材に重晶石(BaSO )4

を含む重コンクリートの場合（重水炉）のみ選定される放射性核種である。

３－５ 国による確認

３－５－１ 基本的考え方

検認制度においては、事前の評価、測定・判断、保管・管理等の各段階が確実に履行さ

れシステム全体として高い信頼性を有すること、また、その結果として対象物中の放射性

核種の濃度が確実にクリアランスレベル以下となることの双方が重要となる。その際、測

定・判断方法については最新の技術的知見を取り入れるとともに、解体工事等に伴って発

生する様々な性状、形態の対象物の検認を適切かつ柔軟に行う必要がある。

このため、国の検認への関与は大きく２段階に分け、まず第１段階では原子力事業者が

策定する「対象物の測定及び判断の方法」の妥当性を確認（認可）し、第２段階では、認

可を受けた方法に基づいて測定した「対象物がクリアランスレベルを満たしていること」

。 、 、について確認することが妥当と考える ただし 制度が定着し実績が蓄積された時点では

以上２つの段階を１段階とするなど、より柔軟な方法も考慮すべきである。

「対象物の測定及び判断の方法」については、国の定める技術基準を基に原子力事業者

自らが策定するものであり、測定・判断の品質保証にもかかわる重要なものであることか

ら、実際の測定の前にその内容の妥当性について国の認可を受けることとする。原子力事

業者が行う認可申請は、例えば、解体工事の期間、範囲を考慮して行われ、その頻度は一

律に定められるものではないが、国の認可を受けた「対象物の測定及び判断の方法」につ

いては、対象物の放射性核種の組成比に変更が生じうる場合など前提条件に変更が生じる

ときには、改めて認可を受ける必要がある。この場合、対象物の測定及び判断の方法に記

載するものとしては、評価対象とする放射性核種の選択や組成比の設定方法、対象物の特

性に応じた測定条件の設定や測定方法、測定結果の評価方法、測定・判断が終了した対象

物に関する記録やその一時保管の方法、品質保証計画の策定状況などが考えられる。

原子力事業者が行った「対象物の測定及び判断結果」については、認可を受けた測定及

び判断方法の下に行われたものであり、国が基本的には記録に基づいて確認を行うが、検

認の客観性、信頼性を高める観点から、必要に応じ抜き取りによる測定を行うことも考慮

すべきである。また、このような確認については、解体工事の進捗状況、測定後の対象物

の保管容量・搬出の状況などに応じて適切に実施されることが望ましい。

クリアランスレベル検認に係る品質保証活動が適切に実施されていることの確認につい
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ては、国は適切な機会を通じてこれを行うこととする。

なお、国による検認において、クリアランスレベル以下であることが確認されない対象

物については、放射性物質として原子炉等規制法関係法令の下、事業者において適切に処

理処分されることとなるが、クリアランスレベル以下であることが確認された対象物につ

、 、 （ 〔 〕）いては 国が検認し クリアランスレベル以下であることを証する証明書 検認証 仮称

を交付することも考えられる。

３－５－２ 確認を行う者

前述の確認のうち 「原子力事業者が策定する測定及び判断の方法」の認可については、

国が行うが、認可を受けた測定及び判断の方法に基づき行われた対象物の測定及び判断結

果の確認や抜き取り測定などについては、原子力安全規制の実施を目的として設立された

独立行政法人原子力安全基盤機構が行うことも考えられる。

３－６ 民間規格の活用について

原子力発電施設に関する国の技術基準のあり方については平成 年 月、原子力安全・保１４ ７

安部会原子炉安全小委員会がとりまとめた報告書「原子力発電施設の技術基準の性能規定化

と民間規格の活用に向けて」において、規制当局の定める技術基準（規制基準）は、要求性

能を中心とした規定（性能規定）とし、その実現方法として日本原子力学会、日本電気協会

などの学協会規格をはじめとする民間規格を積極的に活用すること、規制上求める性能は技

術的事項ごとにその内容を明確にすることが示されている。

また、同報告書においては、民間規格が性能規定化された規制基準を満たすか否かを判断

する場合の条件についても述べられている。

クリアランスレベル検認方法についての技術要件は「４．クリアランスレベル検認方法等

の技術的要件」においてとりまとめている。このうち、検認の中心となる測定作業等につい

ては、最新の内外の動向や測定技術の進展に適切に対応するなどの観点に鑑みれば、国が一

律に測定などの技術的詳細について定めるよりも学協会規格をはじめとする民間規格を積極

的に活用することが望ましいと考えられる。

なお、日本原子力学会においては平成 年 月、標準委員会原子燃料サイクル専門部会の１５ ４

下に「クリアランスレベル検認分科会」を設置し、対象物について、技術的かつ客観的にク

リアランスレベル以下であることを保証する手法を構築することを目的として学会規格策定

の検討が進められており、今後、国において技術基準が定められた段階で、学会が策定する

このような規格の技術的妥当性について、必要に応じて原子力安全・保安部会で専門家によ
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る技術的評価を行うことが考えられる。
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４．クリアランスレベル検認方法等の技術的要件

「３．クリアランスレベル検認制度」に示した検認の考え方を基に、検認方法等の技術的要

件を以下に示す（図６に検認の流れと、本章で説明する技術的要件の対応関係を示す 。。）

本技術的要件は、原子炉施設の廃止措置等（原子炉施設の運転や廃止措置）を想定して検討

したものであるが、他の原子力施設のクリアランスレベル検認にも適用しうるものと考えられ

るが、その際には、施設や廃棄物の特性に応じ、適切に対応することが必要である。

図６ クリアランスレベル検認の流れと技術的要件

４－１ クリアランスレベル検認の対象物

検認の対象物は、原子炉施設の廃止措置等に伴い汚染のおそれがある区域から発生する固

体状物質（ただし、焼却処理を行うものは除く ）とする。固体状物質とは、例えば、金属。

（ 、 、 、 、 、 、 ）、配管 タンク ポンプ 熱交換器 弁 モーター ダクト等の機器やその他の金属構造物

コンクリート（建屋構造物、解体コンクリート（一体的に含まれる鉄筋類を含む 、保温。）

材等）を指す。

検認を適切かつ合理的に行うに当たっては、事前に対象物の汚染の可能性及び汚染形態を

放射性廃棄物でない廃棄物 放射化の汚染、二次的な汚染がないことが明らかであることの判断(4-7)

国による「測定･判断方法」の認可

放射線測定装置の選定・測定条件の設定、測定点の選定（4-3-5～6)）
濃度の決定（放射化計算と確認測定、放射線測定）（4-3-1～3）
クリランスレベルを満たすことの評価(ΣD(i)/C(i)の評価）（4-2-1、3）

国による「測定･判断結果」の確認

保管・管理

記録･品質保証活動等

事前の評価

検認対象物の測定･判断

結果の記録による確認及び必要に応じた抜取測定、品質保証活動の実施
状況

検認評価後の汚染防止(4-4)

測定･判断の妥当性を示す根拠の記録保存(4-5)
検認に係る品質保証活動の確認（4-6）

施設・対象物等の汚染状況等の把握、検認対象物の選定(4-1)
評価対象放射性核種の選択（4-2-2）、放射性核種組成比・平均放射能濃
度の決定（4-3-4）

評価対象放射性核種・組成比等の設定方法、測定条件の設定・測定方法、
測定結果の評価方法、記録・保管方法、品質保証計画の策定状況 等
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把握しておくことが重要であり、それらを踏まえ、検認の対象物の区分を行う必要がある。

検認報告書では、検認の対象物を、

① 中性子線による放射化の汚染の可能性又は放射性物質の付着、浸透などによる二次的な

汚染の可能性があるものと、

② 放射化の汚染及び二次的な汚染がないことが明らかなものとに区分している。

本章における「クリアランスレベル検認制度」では放射化の汚染の可能性又は二次的な汚

染の可能性があるものを対象とする。

なお、放射化の汚染及び二次的な汚染がないことが明らかなものについては 「４－７、

放射性廃棄物でない廃棄物」に示す。

廃止措置の場合には、さまざまな種類（低レベル放射性廃棄物、クリアランスレベル検認

対象物、放射性廃棄物でない廃棄物）の廃棄物が大量かつ長期にわたって発生するが、放射

性廃棄物として扱うべき物がクリアランスされた物に混入することを防止するためには、さ

まざまな種類の廃棄物を適切に区分することが重要である。

すなわち、対象物の選定に当たっては、事前に行う汚染状況及び汚染形態の把握により、

その放射性核種濃度がクリアランスレベル以下であることが十分予測できる物を対象とし、

事前に行う評価などにおいて、適切な除染などによってもクリアランスレベルを明らかに超

えるような場合には、放射性廃棄物として適切な処分を行うことが必要である。

また、廃止措置の場合には、放射性廃棄物の発生量低減のために除染やはつり（汚染され

た表面を少しずつ削り取ること）などの前処理が本格的な解体の前に行われるが、必要に応

じこのような前処理を行うことにより、検認の対象物表面からの汚染部分の剥離や放射性核

種濃度の著しい偏りを防止することもできることから、このような前処理はクリアランスレ

ベル検認においても有益である。

４－２ クリアランスレベル検認の基準等

検認では、対象物中の放射性核種の濃度を測定などにより決定し、これが当該核種のクリ

アランスレベル以下であることを確認することとなるが、対象物には通常複数の核種が含ま

れていることから、複数核種の影響を考慮するとともに、評価の対象とする放射性核種を予

め決めておく必要がある。

また、クリアランスレベル（単位： ）は、対象物中に含まれる各放射性核種の放射Ｂｑ／ｇ

能を当該対象物の重量で除して評価することとなるため、対象物に含まれる評価の対象とす

る各放射性核種（以下「評価対象放射性核種」という ）濃度の評価の単位（以下「評価単。

位」という ）の設定が重要となる。。
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４－２－１ クリアランスレベル以下であることの判断基準

クリアランスレベルは、現実に起こり得ると想定されるシナリオに基づいて放射性核種

ごとに 年（クリアランスレベルを導出するための線量目安値）に相当する放射１０μＳｖ／

性核種濃度として導出されたものであり、対象物中に複数の放射性核種が存在する場合に

は、その重畳を考慮する必要がある。

このため、 クリアランスレベル以下であることの判断基準は、対象物に含まれる評価

対象放射性核種の濃度の、当該核種のクリアランスレベルに対する比の総和が１以下であ

ることとする。

数式で表せば、対象物に含まれる各評価対象放射性核種ｉの濃度Ｄ(i)を当該核種のク

リアランスレベルＣ(i)で除したもの（以下「Ｄ／Ｃ」という ）の総和が１以下である。

こと、即ち 「Σ｛Ｄ(i)／Ｃ(i)｝≦１」と表される。、

４－２－２ 評価対象放射性核種

原子炉施設の場合、検認の対象物中にはさまざまな放射性核種が存在しうるが、クリア

ランスレベル報告書では、線量評価の観点から影響度の大きい限られた放射性核種の濃度

、 、を制限することで その他の放射性核種の濃度も自ずと制限されるという考え方に基づき

線量評価で相対的に重要となる放射性核種（以下「重要放射性核種」という ）を選定し。

ている。したがって、検認における評価対象放射性核種は、基本的に、クリアランスレベ

ル報告書等において原子炉施設の廃止措置等に伴い発生する対象物について選定された、

重要放射性核種とする （各炉型ごとの重要放射性核種は表１のとおり ）。 。

重要放射性核種は、各炉型、対象物及び汚染経路ごとの推定濃度をもとに評価し選定さ

れたものであることから、実際の適用に当たっては、これらの重要放射性核種の抽出にお

ける前提が大きく異ならないこと、すなわち、線量評価の観点から重要放射性核種以外の

放射性核種の影響が十分小さいことを確認した上で、次のように評価対象放射性核種を決

定する。

(1) 表１に掲げる核種のうち各炉型に適用される重要放射性核種以外の放射性核種の

の総和が、対象物に含まれる放射性核種の の総和の 未満である場合、Ｄ／Ｃ Ｄ／Ｃ １０％

当該重要放射性核種を評価対象放射性核種とする。

(2) 表１に掲げる核種のうち各炉型に適用される重要放射性核種以外の放射性核種の

の総和が、対象物に含まれる放射性核種の の総和の を超える場合、重Ｄ／Ｃ Ｄ／Ｃ １０％

Ｄ／Ｃ Ｄ／Ｃ要放射性核種以外の放射性核種の の総和が対象物に含まれる放射性核種の

の総和の 未満となるように、当該重要放射性核種に当該放射性核種を加えたもの１０％

を評価対象放射性核種とする。



- 20 -

４－２－３ 放射性核種濃度の評価単位

評価単位は、評価単位内の放射性核種濃度の分布の均一性の程度やそのレベルを考慮し

て、適切な面積、重量の単位ごとに設定することが重要である。その場合の評価単位の重

量は、通常、数トン以内が適切である。ただし、対象物の放射性核種濃度が均一であるも

のについては、これを超える単位で評価することもできる。

（対象物中の放射性核種濃度の分布と評価単位）

クリアランスレベル報告書において、クリアランスレベルは、選定されたシナリオに基

づき、各々の放射性核種について 年（クリアランスレベルを導出するための線１０μＳｖ／

量目安値）に相当するグラムあたりのベクレル数として示され、少なくとも トン程度１０

の固体状物質ごとに平均化された濃度であるとして算出されたものであることに留意する

ことが示されている。また、検認報告書では、評価単位重量が数トン以内の対象物の平均

放射能濃度がクリアランスレベルを満足していれば、評価単位の中で放射性核種濃度の偏

りにより局所的にクリアランスレベルを超える部分が存在しても、平均化の効果により線

量目安値に対する被ばく上の影響はないと評価している。ただし、事前に行われる汚染状

況、汚染形態の把握により、局所的に濃度の高い箇所はクリアランスの対象外としたり、

または除染したりすることにより、評価単位内の著しい放射性核種濃度の偏りは防止でき

るものと考えられる。

（表面汚染密度から核種濃度への換算）

対象物の汚染形態が表面汚染のみの場合、対象物の表面汚染密度から放射性核種濃度へ

換算することができる。すなわち、放射性核種濃度は、測定した対象物の表面汚染密度に

評価単位の表面積を乗じることにより放射性核種の放射能を算出し、これを対象物の重量

で除すことにより求められる。ただし、厚みのある構造物について表面汚染密度から放射

性核種濃度へ換算する際には、浸透汚染の有無を考慮するとともに、適切な評価厚さを選

定する必要がある。

例えば、建屋構造物の壁について、壁の内側がクリアランスレベル以下の対象範囲（検

認の対象物 、外側が「放射性廃棄物でない廃棄物」の対象範囲である場合、両者を別々）

に評価して分離解体する場合以外に、これらを一体として解体する場合が想定される。後

者の場合は、壁全体の厚さではなく、適切な評価厚さを基に算出される重量で放射性核種

濃度を評価し、クリアランスレベル以下であることの判断を行うこととなる。
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４－３ 放射性核種濃度の決定の方法

４－３－１ 放射性核種濃度の決定の方法

クリアランスレベル以下であることを判断するためには、対象物の評価対象放射性核種

濃度を決定する必要があるが、対象物の評価対象放射性核種濃度の決定は、対象物の汚染

形態が、中性子線による放射化の汚染であるか、放射性物質の付着、浸透などによる二次

的な汚染であるか、又は放射化の汚染と二次的な汚染が混在するものであるかに応じて、

次に示すような適切な方法で実施する必要がある。

これらの方法により、対象物の表面の汚染のみならず、放射化によって引き起こされる

対象物内部の汚染状況も評価することが可能である。

(1) 放射化の汚染

放射化の汚染が存在する対象物の評価対象放射性核種濃度の決定は、放射化計算とそ

の評価結果を確認するための放射性核種濃度の測定（以下「確認測定」という ）を組。

み合わせた方法又は測定により放射性核種濃度を決定する方法により行う。

(2) 二次的な汚染

二次的な汚染が存在する対象物の評価対象放射性核種濃度の決定は、測定により対象

物の放射性核種濃度を決定する方法又は表面汚染密度から放射性核種濃度へ換算する方

法により行う。

(3) 放射化の汚染と二次的な汚染が混在する場合

放射化の汚染と二次的な汚染が混在する場合の対象物の評価対象放射性核種濃度の決

定は、先ず上記(1)の方法により放射化の汚染による放射性核種濃度を評価し、この評

価結果を考慮して、上記(2)の方法により二次的な汚染による放射性核種濃度の評価を

。 。行う このようにして評価された両者の放射性核種濃度から放射性核種濃度を決定する

４－３－２ 放射化計算と確認測定を組み合わせた方法

評価対象放射性核種濃度の決定に放射化計算と確認測定を組み合わせた方法を用いる場

合は、次により行う。

(1) 放射化計算に使用する計算コードは、実績のある汎用のものを使用する。

(2) 放射化計算に必要なパラメータの設定は、次のとおりとする。

① 中性子フルエンス率分布（中性子束密度分布）

中性子フルエンス率分布（中性子束密度分布）は、計算による方法、計算と測定の
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併用による方法又は測定による方法により設定する。

② 元素組成

対象物の元素組成は、対象物の分析値又は規格、文献等を用いて設定する。

③ 照射履歴

、 。 、対象物の照射履歴は 原子炉の照射履歴から設定する 解体物を対象とする場合は

原子炉の運転停止の期間等を考慮する。

④ 放射化断面積

放射化断面積は、中性子のエネルギー分布に対応できるよう適切に考慮されたもの

を使用する。

(3) 確認測定は「４－３－３ 測定により放射性核種濃度を決定する方法」により行い、

確認測定の結果に基づき、放射化計算の評価結果が安全側にあることを確認する。

４－３－３ 測定により放射性核種濃度を決定する方法

放射性核種濃度を測定するには、対象物からその放射性核種濃度を代表できるように採

取したサンプルを測定する方法と、対象物あるいは容器に収納された対象物を外部からの

放射線測定により測定する方法がある。いずれの場合にも、必要に応じて、これらの測定

結果と放射性核種組成比又は平均放射能濃度法とを組み合わせることにより、評価対象放

射性核種濃度を決定することができる。

外部からの放射線測定には、例えば、外部からの測定が容易で放射性核種組成の主要部

分を占めるCo-60のような放射性核種からの放射線を測定する場合や、対象物の中の複数

の放射性核種からの全てのγ線又はβ線を測定し、その結果から、対象物の放射性核種濃

度を保守的（安全側）に評価することも可能である。

４－３－４ 放射性核種組成比及び平均放射能濃度法

検認対象物の外部からの直接測定が困難な放射性核種濃度を評価する方法に、対象物の

放射性核種組成比を用いる方法あるいは平均放射能濃度法が適用できる（資料８「重要放

射性核種の評価方法(軽水炉の例) 。」）

検認の対象となる解体物や建屋構造物においては、放射性核種組成が類似している場合

が多いことから、外部からの測定が容易で対象物の放射性核種組成の主要部分を占めるよ

うな放射性核種（以下「測定主要放射性核種」という ）を測定し、あらかじめ設定した。

対象物中の測定主要放射性核種と他の放射性核種の存在割合、すなわち放射性核種組成比

により、その他の評価対象放射性核種の濃度を評価する方法が放射性核種組成比を用いる

方法である。

また、測定主要放射性核種との相関関係が見られない放射性核種の濃度を評価する場合
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には、あらかじめ代表サンプルを採取し、その平均濃度により評価する平均放射能濃度法

を適用することができる。

放射性核種組成比については、その適用対象範囲及び使用方法を明確にするとともに、

以下の点に留意することが必要である。

(1) 二次的な汚染に対する放射性核種組成比は、汚染源や汚染形態などが同様である範囲

から採取した代表サンプルの分析により設定する。

(2) 放射化の汚染に対する放射性核種組成比は、対象物の材質及び中性子線のエネルギー

依存性が同様となる範囲の放射化計算又はその範囲から採取した代表サンプルの分析に

より設定する。

(3) 代表サンプルの分析による設定では、適切な統計学的手法に基づき、十分なデータ数

により、高い信頼度を有する相関関係が成立することを明確にする。また、放射性核種

、 。組成比の設定に使用する放射性核種濃度の測定結果は 適切な濃度範囲のものを用いる

(4) 放射性核種組成比は、代表サンプルによる分析結果の幾何平均値により設定する。そ

の際、分析結果のばらつきの影響を考慮すること。

(5) 放射性核種組成比は、使用に当たっては適切な減衰補正を実施する。また、放射性核

種組成比の設定の前提条件に変化が生じた場合には、その変化の内容を評価し、放射性

核種組成比の設定の変更などを実施する。

４－３－５ 放射線測定装置の選定及び測定条件の設定

測定により放射性核種濃度を決定する場合には、放射線測定装置により対象物の放射線

及び測定場所のバックグラウンドを測定し、対象物の放射線からバックグラウンドを差し

引いた結果に対して、予め設定した放射線測定装置の測定効率を用いて放射性核種濃度を

評価することとなる。したがって、クリアランスレベル以下であることの判断を確実に行

うためには、対象物に合わせて適切な放射線測定装置の選定と測定条件の設定が重要であ

る。

放射性核種濃度の測定に使用する放射線測定装置の選定及び測定条件の設定に当たって

は、次の点に留意する必要がある。

(1) 放射性核種濃度の測定は、対象物の汚染の種類、形態や評価単位に応じ、適切な測定

方法及び放射線測定装置を選定する。
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(2) 放射線測定装置の測定効率は、対象物の評価単位や測定条件などに応じて適切に設定

する。

(3) 放射性核種濃度の測定は、クリアランスレベル以下であることの判断が十分可能な検

出限界値になるよう適切に測定条件を設定する。その際、測定場所のバックグラウンド

の変動、対象物の遮へい効果等の影響を考慮する。

なお、放射線測定装置の測定効率及び測定条件の設定が適切であることの確認は、対象

物の形状、汚染の形態、含まれる放射性核種を適切に模擬した標準的な線源を用いて総合

的に行うことも可能である。

４－３－６ 測定点の選定

放射性核種濃度の測定は、次のいずれかの場合を除き、原則として全数又は全表面を測

定する。

(1) 対象物中の放射性核種濃度が均一であるとみなせる場合であって、対象物の放射性核

種濃度の代表サンプルを採取し測定する方法又は対象物の放射性核種濃度を代表できる

測定点で測定する方法により測定する場合

(2) 次の条件を満足する対象物であって、統計学的手法に基づいた対象物の放射性核種濃

度を代表できる測定点で測定する方法により測定する場合

① 対象物に局在汚染の存在しないことが明らかである根拠が示せること

② 事前測定などにより測定結果のばらつきの程度が把握できること

４－４ 保管・管理

原子力事業者は、クリアランスレベル以下と判断された対象物については解体工事や施設

内の移送による汚染を防止するとともに、施設から搬出されるまでの保管に当たっては施錠

などにより隔離し、原子力事業者の承認を受けない者の接触を防止するなど、異物や汚染の

混入などがないように適切に保管・管理しなければならない。

４－５ 記録

クリアランスレベル以下であることの判断が確実に行われたことを示すためには、検認結

果が、一定の方法と様式により記録されることが重要である。
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このため、原子力事業者は、評価対象放射性核種や放射性核種組成比の決定方法、対象物

の形状、汚染形態、使用した放射線測定装置、測定・判断の結果、品質保証活動に関する記

録等、測定・判断の妥当性を示す根拠について記録し、これを保存しなければならない。

４－６ 品質保証活動

クリアランレベルの測定・判断を適切に行うため、原子力事業者は、事前の評価による対

象物の分類や測定・判断、クリアランスレベル以下と判断した物への異物や汚染の混入を防

止するための厳格な保管管理などを適切に行うとともに、これらが一連の業務として高い信

頼性をもって機能するための品質保証体制を確立しなければならない。

品質保証体制は、トップマネジメント自らが主導してこれを構築、運用し、その有効性を

継続的に改善することが必須である。このようなトップマネジメントの積極的なコミットメ

ントの下、明確に体系化された組織及び文書類により、クリアランスレベルの測定・判断の

一連の業務に係る計画、実施、評価及び改善のサイクルを効果的に回すという品質保証活動

が、一連の業務に関する事業者としての説明責任を果たし信頼性を確保する上で、極めて重

要である。

原子力事業者はこのような品質保証活動を実践するため、クリアランスレベルの測定・判

断に係る次の事項を含む品質保証計画について、工業標準化法に基づく日本工業規格

に準拠して定め、これに基づきクリアランスレベルの測定・判断を実施するＱ９００１（２０００）

必要がある。

(1) クリアランスレベル検認責任者

クリアランスレベルの測定・判断及び対象物の取扱いに関する業務を統一的に管理する

者を定め、その責任と義務を明らかにすること。

(2) 教育・訓練

クリアランスレベルの測定・判断に係る業務及び対象物の取扱いは、それぞれの業務に

必要な知識・技術を習得した者に行わせるとともに、これに必要となる定期的な教育・訓

練について定めること。

(3) 放射線測定装置の点検・校正

各種放射線測定装置の点検・校正について定めること。

(4) 誤差の取扱い

測定値や放射化計算に伴う誤差要因及び放射性核種濃度の決定に伴う保守的な設定を考

慮して、放射性核種濃度を全体として安全側に評価すること。

なお、対象物を適切に模擬した標準的な線源を用いることにより、全体としての誤差や
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保守的設定の妥当性を簡便に確認することができる。

４－７ 放射性廃棄物でない廃棄物

検認報告書では、廃止措置等の解体工事で発生する対象物が放射化の汚染及び二次的な汚

染の双方に関して「放射性廃棄物でない廃棄物」の区分の考え方を満足する場合は、クリア

ランスレベル以下であることは明らかであることから、この区分の考え方をクリアランスレ

ベル以下であることの判断基準の一つとしている。

「放射性廃棄物でない廃棄物」の判断基準については、原子力安全委員会の「低レベル放

４射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値について（第２次中間報告 （平成）」

年 月）に示されているところであるが、以下にこれを示す。２

４－７－１ 放射性廃棄物でない廃棄物の判断基準

次の(1)及び(2)のいずれにも該当する対象物又は対象範囲は、放射化の汚染及び二次的

な汚染がないことが明らかなものとすることができる。

(1) 放射化の汚染がないことが明らかであることの判断基準

次のいずれかに該当する対象物又は対象範囲は、放射化の汚染がないことが明らかな

対象物又は対象範囲として区分することができる。

① 十分な遮へい体により遮へいされていた等、施設の構造上、中性子線による放射化

の影響を考慮する必要がないことが明らかであるもの

② 計算等により、中性子線による放射化の影響が、一般的に存在するコンクリートと

の間に有意な差を生じさせていないと評価されたもの

③ 計算等により、中性子線による放射化の影響を評価し、一般的に存在するコンクリ

ートとの間に有意な差がある部分が分離されたもの

(2) 二次的な汚染がないことが明らかであることの判断基準

次のいずれかに該当する対象物又は対象範囲は、二次的な汚染がないことが明らかな

対象物又は対象範囲として区分することができる。

① 使用履歴、設置状況等から、放射性物質の付着、浸透等による二次的な汚染がない

ことが明らかであるもの

② 使用履歴、設置状況等から、放射性物質の付着、浸透等による二次的な汚染部分が

限定されていることが明らかであって、当該汚染部分が分離されたもの
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４－７－２ 放射性廃棄物でない廃棄物の判断に係る品質保証活動について

対象物が「放射性廃棄物でない廃棄物」であることを 「４－７－１ 放射性廃棄物で、

ない廃棄物の判断基準」により判断する場合においても、判断した対象物の保管・管理、

判断の妥当性を示す根拠の記録の保存、判断における信頼性を維持するための品質保証計

画を定めることは、クリアランスレベルの測定・判断の場合と同様に必要である。

なお、これまで商業用原子力施設における蒸気発生器の取り替えに伴い発生したコンク

リート廃棄物などについて、４－７－１で示した考え方に基づき、事業者が個別に「放射

性廃棄物でない廃棄物」として判断し、国が関与した例 件 がある。また、その結果（１１ ）

については原子力安全委員会へも報告されている。今後は、廃止措置に伴い大量に発生す

る「放射性廃棄物でない廃棄物」の判断については、例えば、原子炉等規制法に基づく保

安規定の下で事業者自らが適切に行うことが適当である。
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５．クリアランスレベル検認制度の運用に当たっての留意事項

～ クリアランス制度の定着に向けて ～

本小委員会では、クリアランスレベル検認制度が社会で適切に受け入れられるため、制度の

運用に当たって留意すべき事項を取りまとめた。

５－１ クリアランス制度についての理解の促進と信頼の醸成

クリアランスの前提となる考えは 「ある固体状物質に含まれる微量の放射性物質に、

起因する線量が自然界の放射線レベルと比較して十分小さく、また、人の健康に対する

リスクが無視できるものであるならば、放射性物質として扱う必要がない」というもの

である。また、このような考え方及びその具体的判断の規準として年間 （自然１０μＳｖ

界から受ける年間の被ばく線量の 分の 以下）オーダー又はそれ以下の被ばく線量１００ １

を用いることについては、国際的にも広く定着している。

原子力安全委員会は、クリアランスレベルの算出に当たり、行為、評価経路などの重

畳を考慮して年間 を線量の目安値として用いるとともに、クリアランスされた１０μＳｖ

（ ）物質による被ばくについて現実的に起こり得ると想定される総てのシナリオ 評価経路

を考慮している。これらの中には、一般の産業廃棄物処分場での埋設処分はもとより、

スクラップ材から生産される日用品による被ばくも網羅し、さらに被ばく評価に当たっ

ては様々な保守的な（すなわち安全サイドの）仮定をおいて試算を行っている。このた

め、クリアランスレベル以下であれば、クリアランス後の用途又は行き先については、

何ら条件をつけずに、一般のものと同様の扱いが可能であるとしている。

このため、排出事業者である原子力事業者はもとより国においても、クリアランスレ

ベルやその背景となる放射線についての知識の提供を含め適切に対応し、クリアランス

制度について幅広く国民や地域社会の理解を深める努力が望まれる。

また、クリアランスレベル検認制度が安心感をもって受け入れられるためには、当事者で

ある原子力事業者に対する国民や地域社会の信頼が大前提であることは言を待たず、一旦信

頼を失墜するような行為が生ずれば、制度への影響は甚大であることを改めて指摘しておき

たい。

５－２ 処分量の低減と再生利用等の促進

循環型社会形成推進の観点から、原子力施設以外から発生する廃棄物については、発

生抑制、再使用、再生利用、適正処分が既に事業者に求められているところであるが、

原子力利用に伴って生ずるクリアランスされた物についても、幅広く国民や社会の理
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解、協力を得ながら積極的に再生利用等を進め、産業廃棄物として最終処分に回る量

を低減させる努力が重要である。ただし、一般のコンクリート構造物の再生利用のよう

に、需要に対して供給が過剰となって、結果として産業廃棄物として処分されている

こともあるので、有効利用のみならず、適正に処理処分するという考え方も重要であ

る。

また、原子力事業者においては、クリアランス制度が社会に定着するまでの間、クリ

アランスされた物については、原子力施設由来の物であることを了解済みの処理事業者

や限定された産業廃棄物処分場に搬出すること、また、自ら率先して社会の理解を得つ

つ再生利用等を進めることを表明しているが、このような取り組みは制度の円滑な定着

に有効と考える。

５－３ クリアランスされた物の取扱い

クリアランスレベルは「放射性物質として扱う必要がある物（すなわち「放射性物質」の

こと 」と「放射性物質として扱う必要のない物」を区分するレベルであり、検認によりク）

リアランスレベル以下であることが確認された対象物については、放射性物質として扱う必

要のない物であるので、所要の法的措置により原子炉等規制法関係法令の適用を外れ、一般

的に定められたリサイクル、産業廃棄物処理に関する法令の適用対象となり、資源として有

効利用されたり、資源としての有効利用が合理的に行えない場合は産業廃棄物として適正に

処理されることとなる。

このうち、産業廃棄物として処理する場合には、廃棄物を取り巻く状況を踏まえ、廃棄物

の適正な処理を確保するための基準や不適正処理を未然に防止するための産業廃棄物管理票

。 、制度などの措置が廃棄物処理法において講じられている 排出事業者である原子力事業者は

このような同法に基づき適正な処理に努めることが重要である。

検認制度では、第４章までで述べたように、クリアランスされた物に本来放射性廃棄物と

して扱われるべきものが混在することのないよう、厳格な運用が行われ、かつ、その妥当性

及び結果については、国が２段階にわたって確認するなど、検認制度は高い信頼性を有する

ものである。また万が一、不測の事態により、放射性廃棄物として扱うべき物がクリアラン

スされた物に混入し、事業所外に搬出、廃棄されるような事態が生じたとしても、クリアラ

ンスレベルそのものが十分安全側に設定されていること、さらに、検認の対象物は事前の評

価に基づき、十分クリアランスレベル以下であることが見込まれる物を選定していることか

ら、直ちに健康への影響が懸念されるような事態には至らないものと考えられる。

しかしながら、仮にそのような事態において、調査の結果、問題となるような状況が認め

られれば、国は必要に応じ事業者に対して放射性廃棄物の回収を含む適切な措置を講ずるこ

。 、 、 。とも必要である また 違法行為が認められれば 厳罰を適用することも必要と考えられる
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さらに、上述の対応を容易にし、また国民の検認制度への信頼感を高めるためには、原子力

事業者においてはクリアランス制度が社会に定着するまでの間、処分、再生利用の際の最初

の搬出先が把握できるよう、例えば、埋設処分であれば処分場を、有価物として再生利用す

る場合には中間処理を行う会社等について、把握・記録するような枠組みを構築することが

必要と考えられる。

なお、クリアランスとは別に、身元不明線源（放射線利用に使用されている放射線源が紛

失、盗難等により管理の外に放置された状態）の金属スクラップへの混入する事例を懸念す

る声がある。このような事態に対しては、国内では文部科学省を中心に関係省庁が連携して

対応を図るとともに、国際的にはＩＡＥＡにおいて各国における線源の管理を徹底させるこ

とを主眼に、放射線源の安全に関する国際取り決めを含む行動計画が実施されている。
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６．おわりに

クリアランスの対象となる物は、原子力発電をはじめとして、国民生活に不可欠な活動に伴

って必然的に発生する物であり、クリアランスの意義は、安全性の確認を前提として、適切か

つ合理的な再生利用等、処分への途を開き、資源の有効利用と環境への負荷低減を図ることで

ある。このような考えは、 世紀の循環型社会形成推進を目指す我が国の考え方に合致する２１

ものである。また、クリアランス制度により放射性物質として扱う必要のない物を適切かつ合

理的に処理処分することは、国民経済的にも好ましいことである。

このような認識に立った場合、原子力事業者は排出事業者としての責務を十分自覚し、安全

の確保はもとより、クリアランスされた物を国民や社会の理解と協力が得られるような方法で

適切に再生利用等又は処分するよう最大限の努力を払うべきである。これを怠ると、国民の不

安や社会的、経済的コストの増大を招きかねないことに十分留意すべきである。

また、国はクリアランス制度について適切な情報提供に努めるとともに、国民一人ひとりに

おかれては、原子力発電等原子力開発利用の便益を享受する立場にある者として、その活動の

結果生ずる廃棄物を扱うクリアランス制度について、身の回りの放射線の問題とともに考えて

いただくことを期待したい。
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主な用語の定義

○ ＩＣＲＰ（International Commission on Radiological Protection：国際放射線防護委員

会）

放射線防護の基本的考え方を勧告することを目的として運営されている国際的な委員会組

織。ＩＣＲＰの勧告は、国際的に権威あるものとされ、各国あるいは国際機関の放射線防護基

準の基本として尊重されている。

○ クリアランスレベル

「 」 、 。クリアランスレベル とは 放射性物質として扱う必要がない物を区分するレベルをいう

○ クリアランスレベル検認（検認）

「クリアランスレベル検認」とは、クリアランスレベルを用いて、放射性物質として扱う必

要がない物であることを原子力事業者が判断し、その判断に加えて国が適切な関与を行うこと

をいう。

○ クリアランス制度

「クリアランス制度」とは、その物質の放射能濃度が放射線防護上特段の考慮をする必要が

ないレベル以下であることを「クリアランスレベル検認」により確認し、確認した以降はその

物質を放射性物質又は放射性物質によって汚染された物として取り扱わないこととするための

仕組みをいう。

○ 放射化の汚染

「放射化の汚染」とは、中性子線の照射を受け、放射性物質が生成されることによる汚染を

いう。

○ 二次的な汚染

「二次的な汚染」とは、放射性物質の付着、浸透などによる汚染をいう。

○ 代表サンプル

「代表サンプル」とは、放射性核種濃度や放射性核種組成比の評価において、母集団を適切

に代表するように採取したサンプルをいう。

○ 平均放射能濃度法

「平均放射能濃度法」とは、対象物から採取した代表サンプルの放射化学分析値から得られ

る平均的な放射性核種濃度を用いて当該対象物中の放射性核種濃度を決定する方法をいう。
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○ 放射性核種組成比

「放射性核種組成比」とは、対象物に含まれる個々の放射性核種濃度の比率をいう。

○ 測定主要放射性核種

「 」 、 、測定主要放射性核種 とは 放射性核種組成比及び外部からの測定の容易さなどを考慮し

その核種組成を代表して測定評価できる主要な放射性核種をいう。

○ 重要放射性核種

１１ ３「重要放射性核種」とは、原子力安全委員会放射性廃棄物安全基準専門部会が平成 年

１３ ７月にとりまとめた「主な原子炉施設におけるクリアランスレベルについて」及び平成 年

月にとりまとめた「重水炉、高速炉等におけるクリアランスレベルについて」で抽出された線

量評価において相対的に重要となる放射性核種をいう。

○ 再使用

「再使用」とは、一旦使用された製品を回収し、必要に応じて適切な処置を施しつつ製品と

して使用することをいう。

○ 再生利用

「再生利用」とは、一旦使用された製品や製品の製造に伴い発生した副産物を回収し、原材

料として利用することをいう。
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【資料１】

我が国のクリアランス制度の検討経緯

原子力委員会

○昭和 年 月「放射性廃棄物処理処分方策について(中間報告)｣５９ ８

放射性廃棄物と「放射性廃棄物として扱う必要のないもの」を区分する『一般区分値』の概

念を初めて提示。

○平成 年 月「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」１２ １１

「放射能濃度がいわゆるクリアランスレベル以下の廃棄物については、放射性物質として扱

う必要のないものであり、一般の物品と安全上は同じ扱いができるものであるため、これらは

合理的に達成できる限りにおいて、基本的にリサイクルしていくことが重要である」と指摘。

原子力安全委員会

○昭和 年 月「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基本的考え方につ６０ １０

いて」

『無拘束限界値』という用語で放射性廃棄物としての特殊性を考慮する必要がないものの

基本的考え方を提示。

○平成 年 月「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値について（第４ ２

２次中間報告 」）

放射性廃棄物と『放射性廃棄物でない廃棄物』を区分する際の基本的考え方を提示。

○平成 年 月「主な原子炉施設におけるクリアランスレベルについて」１１ ３

『放射性物質として扱う必要がない物』を区分するレベルを『クリアランスレベル』と定

義し、ＩＡＥＡの考え方を基に、軽水炉及びガス炉の固体状物質のうち、コンクリート及び

金属を対象として重要核種（全α核種を含む９核種）の無条件クリアランスレベルを提示。

○平成 年 月「重水炉、高速炉等におけるクリアランスレベルについて」１３ ７

重水炉及び高速炉の固体状物質を対象にクリアランスレベルを提示。Ba-133(粗骨材に重

晶石を含む場合[ ])､C-14(黒鉛遮へい体を有する場合[常陽])の影響を追加的に考慮ＪＲＲ－２

すべきである場合を除き、主な原子炉施設と同じクリアランスレベルを適用できることを確

認。

○平成 年 月「原子炉施設におけるクリアランスレベル検認のあり方について」１３ ７

原子炉施設のクリアランスレベルについて、国や原子炉設置者の役割、クリアランス以下

であることの判断方法、留意点を提言。
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放射線審議会

○昭和 年 月「放射性固体廃棄物の浅地中処分における規制除外線量について」６２ １２

放射性固体廃棄物の浅地中処分における規制除外線量 年 を示し、廃棄物を一般（１０μSv/ ）

社会で再利用する場合にも同様の考え方が適用できる旨を提言。

総合エネルギー調査会（当時）

○平成 年 月「商業用原子力発電施設の廃止措置に向けて」９ １

放射性廃棄物の合理的な処理処分方策における課題として、クリアランスレベルに係る制

度の早急な整備を指摘。
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【資料２】

実用発電用原子炉施設の廃止措置に伴い発生する廃棄物等の発生量（推定）

(注)１．単位は万㌧。

２． 欄の( )内は、管理区域外のタービン建屋の解体に伴い発生する物量で、内数で表示したもの。ＰＷＲ

３． 欄の( )内は、管理区域外のタービン建屋、屋外開閉所等の解体に伴い発生する物量で、内数で表示ＧＣＲ

したもの。

４．合計は端数処理のため合わないことがある。また、数値は各炉型１基当たりの発生量である。

５． 及び については、原子力安全委員会放射性廃棄物安全基準専門部会「主な原子炉施設におけるクＢＷＲ ＰＷＲ

リアランスレベルについて（平成 年 月 」を基に、また、 については日本原子力発電㈱「東海発電所１１ ３ ＧＣＲ）

放射性固体廃棄物の推定発生量」を基に作成したもの。

【資料３】

実用発電用原子炉施設の運転に伴い発生する「放射性物質として扱う必要のない物」

【 万 級 １基の 年間の運転に伴う発生量】の発生量（推定） １１０ ｋＷ ＰＷＲ ２０

（注）１．単位は万㌧/ 年間。２０

２．事業者が保管中の廃棄物の開缶調査により発生量を推定。

３．電気事業連合会資料(平成 年 月)を基に作成したもの。１６ ５

放射能レベル区分

ＢＷＲ（１１０万ｋＷ級）

〔沸騰水型原子炉〕

ＰＷＲ（１１０万ｋＷ級）

〔加圧水型原子炉〕

ＧＣＲ（１６万ｋＷ級）

〔ガス冷却炉〕

金属 コンクリート 計 金属 コンクリート 計 金属 コンクリート 計

低レベル放射性廃棄物 ０.９ ０.３ １.２ ０.４ ０.２ ０.６ ０.３   １.５   １.８

放射性物質として扱う

必要のない物
２.１ ０.８ ２.９ ０.３ ０.９ １.２ ０.７   ３.９   ４.５

放射性廃棄物でない廃

棄物
０.８ ４８.７ ４９.５

３.４

(1.5)

４４.３

(12.6)

４７.７

(14.1)

１.０

(0.6)

 １１.９

(5.2)

１２.９

(5.8)

合　　　　　　計 ３.８ ４９.８ ５３.６ ４.１ ４５.４ ４９.５ １.９ １７.３ １９.２

項　　　目 金　　属 コンクリート 合　　計

放射性物質として扱う

必要のない物
０.０５ ０.０１５ ０.０６５



- 37 -

【資料４】

（出典）経済産業省「資源循環ハンドブック 法制度と の動向 年」３Ｒ ２００３

【資料５】

（出典）環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等(平成13年度実績)について」

産業廃棄物の種類別排出量と処理の流れ産業廃棄物の種類別排出量と処理の流れ

産業廃棄物処理フロー(平成13年度)

排 出 量
40,000万㌧

(100%)

直接再生利用量
8,200万㌧
( 20%)

中間処理量
29,700万㌧
( 74%)

直接最終処分量
2,100万㌧
(  5%)

処理残渣量
12,200万㌧

( 30%)

減量化量
17,500万㌧

( 44%)

処理後再生利用量
10,100万㌧
( 25%)

処理後最終処分量
2,100万㌧
(  5%)

再生利用量
18,300万㌧

( 46%)

最終処分量
4,200万㌧
( 10%)

(出典) 環境省「産業廃棄物排出･処理状況調査｣(平成13年度実績)

産業廃棄物の種類別排出量(平成13年度)

汚泥

46.7%

動物のふん尿

22.5%

がれき類
14.3%

鉱さい

4.1%

ばいじん

2.5%

廃プラスチッ
ク類
1.4%

金属くず
2.1%

その他

4.0%

ｶﾞﾗｽくず､ｺﾝｸ

ﾘｰﾄくず､陶磁

器くず
1.2%

木くず

1.3%

(注) 産業廃棄物処理フロー中、各項目量は四捨五入してある

ため、収支が合わない場合がある。

◇循環型社会：①廃棄物等の発生の抑制､②循環資源の循環的な利用(再使用､再生利用､熱回収)の促進､③適正な処分の確保に

より､天然資源の消費を抑制し､環境への負荷が低減される社会

⇒ 有価･無価を問わず､廃棄物及び人の活動に伴い副次的に得られた物品(廃棄物等)のうち有用なものを｢循環

資源」と定義

◇基本原則：①発生抑制(Reduce)､②再使用(Reuse)､③再生利用(Material Recycle)､④熱回収(Thermal Recycle)､⑤適正処分

◇国・地方公共団体・事業者・国民の責務、◇循環型社会形成推進基本計画：国の他の計画の基本、◇国の施策

循環型社会形成推進基本法(基本的枠組み法)

循環型社会の形成の推進のための法体系循環型社会の形成の推進のための法体系

《廃棄物の適正処理》 《リサイクルの推進》

・廃棄物の適正処理
・廃棄物処理施設の設置規制
・廃棄物処理業者に対する規制
・廃棄物処理基準の設定
・不適正処理対策
・公共関与による施設整備等

廃棄物処理法

・副産物の発生抑制・リサイクル
・再生資源・再生部品の利用
・リデュース・リユース・リサイクルに配慮した設計・製造

分別回収のための表示
・使用済製品の自主回収・再資源化
・副産物の有効利用の促進

資源有効利用促進法

〔一般的な仕組みの確立〕

容器包装

リサイクル法

家電

リサイクル法

食品

リサイクル法

建設資材

リサイクル法
自動車

リサイクル法

〔個別物品の特性に応じた規制〕

・消費者による分別排出

・容器包装の市町村によ

る収集

・容器包装の製造･利用

業者による再商品化

・消費者による回収･リ

サイクル費用の負担

・廃家電を小売店が消費

者より引取り

・製造業者等による再商

品化

食品の製造･加工･販
売業者が食品廃棄物
の再資源化

工事の受注者が

・建築物の分別解体

・建設廃材等の再資源

化

・製造業者等による

シュレッダーダス

ト等の引取り･再資

源化

・関連業者等による

使用済自動車の引

取り･引渡し

グリーン購入法〔国等が率先して再生品などの調達を推進〕 (出典)資源循環ハンドブック 法制度と３Ｒの動向 2003年
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【資料６】

（出典）環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等(平成13年度実績)について」

産 業 廃 棄 物 最 終 処 分 場 の 残 余 容 量 と 残 余 年 数

2 0 7 , 6 7 0 2 1 1 , 0 5 9

1 7 9 , 4 0 81 7 6 , 0 8 9

1 8 3 , 9 3 71 9 0 , 3 1 2

4 . 3

3 . 9

3 . 7

3 . 3

3 . 2
3 . 1

0

5 0 , 0 0 0

1 0 0 , 0 0 0

1 5 0 , 0 0 0

2 0 0 , 0 0 0

2 5 0 , 0 0 0

平 成 ８ 年 度 平 成 ９ 年 度 平 成 1 0 年 度 平 成 1 1 年 度 平 成 1 2 年 度 平 成 1 3 年 度

残 余 容 量 ( 千 ｍ 3 )

0

1

2

3

4

5
残 余 年 数 ( 年 )



 

諸外国のクリアランス制度について(１/２) 

1 

【資料７】

ド イ ツ ＥＵ勧告 国名 

 

項目 

米国 

旧規制    現規制

英  国 フ ラ ン ス カ ナ ダ ベ ル ギ ー スウェーデン フィンランド 

旧勧告 現勧告

ＩＡＥＡ 
日 本 

原子力安全委員会提言 

ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙの

制度化の有無 

無 

(個別審査) 
有          有 有

無 

（廃棄物ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ）

無 

(個別審査) 
有 有 有 － － － 無

根 

拠 

法 

令 

 

連邦規則 10CFR Part50 

 

NRC:原子力規制委員会 

規制指針 1.86(1974) 

※サイト解放の基準 

 

原子力法第 9 条第 1 項 

 

濃度基準 

(SSK:放射線防護委員会) 

鉄鋼ｸﾘｱﾗﾝｽ再利用基準勧

告(1988 連邦官報 No.5) 

非鉄金属ｸﾘｱﾗﾝｽ再利用基

準勧告(1993 連邦官報

No.79) 

建屋のｸﾘｱﾗﾝｽ基準勧告

(1996 連邦官報 No.64) 

 

表面密度基準 

放射線防護令(1989 改正) 

 

原子力法第 9 条第 1 項 

 

放射線防護令(2001 改正) 

(BMU:連邦環境・自然保護・

原子炉安全省) 

(EU の勧告を取り入れ規制

改正) 

原子力法(AEA1946) 

放射性物質法(RSA1993)

(環境省) 

 

規則 1992 No.647 

放射性物質規制除外

令(1992 改正) 

 

 

DSIN 通達 SD3-D-01

原子力施設に対する

廃棄物研究に関する

指針(2001) 

(廃棄物ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ) 

(DSIN：原子力施設

安全局) 

 

AECB 規 制 文 書 

R-85(1989) 

(AECB：原子力管理

委員会) 

 

 

電離放射線の危険

性に対する一般公

衆、労働者および環

境の保護について

の一般規制に関す

る政令(2001) 

(ARBIS) 

(FANC：連邦原子力

規制局) 

 

 

放射線防護法 

(2001 改正) 

 

放射線防護令 

(2001 改正) 

 

放射線防護研究所規

則(1996 改正) 

(SSI:放射線防護研究

所) 

 

 

放射線法(2002 改正)

放射線令(1998 改正)

 

原子力法(1996 改正)

原子力令(1996 改正)

 

放射性廃棄物の規制

管 理 解 除 指 針 YVL 

8.2(2002 改正) 

(STUK:放射線・原子力

安全局) 

 

EC RP#43(1988)  

原子力施設解体から

の物質の再利用のた

めの放射線防護基準 

 

 

EC RP#89(1998) 

原子力施設解体からの

金属の再利用のための

放射線防護基準 

EC RP#113(2000) 

原子力施設解体からの

建屋及び建屋ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

のｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙに係る放

射線防護基準勧告 

EC RP#122(2000) 

ｸﾘｱﾗﾝｽと規制免除の概

念の実活用 

 

RS-G-1.7(2004) 

規制除外、規制

免除及びｸﾘｱﾗﾝｽ

の概念の適用 

 

 

主な原子炉施設における

ｸ ﾘ ｱ ﾗ ﾝ ｽ ﾚ ﾍ ﾞ ﾙについて

(1999) 

重水炉、高速炉等におけ

るｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙについて

(2001)  

原子炉施設におけるｸﾘｱﾗ

ﾝｽﾚﾍﾞﾙ検認のあり方につ

いて(2001) 

対 象 物      建物、機器、ｽｸﾗｯﾌﾟ

 

金属、非鉄金属、建屋 瓦礫、地面、金属、建屋、

固体状物質、液体 

金属 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 金属 金属

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

金属 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

放射性ｵｲﾙ 

金属 鉄 鉄、ｱﾙﾐ、銅、建屋、ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ片、一般物 

以下のものを除

く全ての物質 

食料品、飲料水、

家畜用飼料 等 

金属 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

条 件      再利用(無条件) 再利用(無条件,条件付:溶

融) 

 

再利用(無条件,条件付：金

属は溶融,建屋は解

体) 

再使用(建屋) 

処分(埋立) 

再利用(無条件) 

処分(埋立) 

再利用(無条件) 処分(埋立) 再利用

再使用 

再利用(無条件) 

処分(埋立) 

処分(焼却：放射性ｵｲ

ﾙ) 

再利用(無条件) 

再使用(無条件) 

処分(埋立：無条件、

条件付) 

再利用(無条件) 

再使用 

再利用(無条件、条件付:

建屋解体) 

再使用(建屋) 

無条件 再利用

処分(埋立) 

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
制
度
概
要 

規制値 天然 U, 238U 等  

平均  5,000dpmα/100cm2(0.83Bq/cm2) 

TRU,226Ra 等 

平均   100dpm/100cm2(0.017Bq/cm2) 

天然 Th,90Sr 等 

平均  1,000dpm/100cm2(0.17Bq/cm2) 

βγ核種(上記以外) 

平均 5,000dpmβγ/100cm2(0.83Bq/cm2) 

(規制指針 1.86) 

※1dpm≒0.017Bq(dps) 

(換算根拠：原子力安全委員会「主

な原子炉施設におけるｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ

について」) 

 

再利用(金属,非鉄金属) *1 

無条件 0.1Bq/g 再利用(無条件) 

条件付 1Bq/g 

 (連邦官報 No.5,79) 

α核種  0.05Bq/cm2 

β･EC 核種  5Bq/cm2 

 (放射線防護令 1989) 

再利用(建屋) 

α核種  0.05Bq/cm2 

β･EC 核種  5Bq/cm2 

(連邦官報 No.64) 

 

305 核種毎に設定、以下は例 

60Co(瓦礫) 0.09Bq/g 

60Co(地面) 0.03Bq/g 

60Co(液体) 0.1Bq/g 

60Co(固体状物質)*1 

 0.1Bq/g 

 1Bq/cm2 

再利用(条件付) 

60Co(金属) 0.6Bq/g 

60Co(建屋) 3Bq/cm2 

再使用 

60Co(建屋) 0.4Bq/cm2 

処分 

60Co(液体)  4Bq/g 

60Co(固体状物質)*1 

 4Bq/g 

 1Bq/cm2 

 (放射線防護令 2001) 

 

再利用・処分 

0.4Bq/g 

(放射性物質規制除外

令) 

 

再利用 
一般廃棄物ｿﾞｰﾝ*2

(SD3-D-01)

 

処分 

0.05mSv/y

※ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙの線

量基準を50μSv/y

とする。但し、ｸﾘ

ｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙは未規

定。 

(規制文書 R-85)

 

197 核種毎に設定、

以下は例 

再利用、再使用 

60Co  0.1Bq/g

(ARBIS)

再利用 *1 

α核種 0.1Bq/g

βγ核種 0.5Bq/g

α核種 0.4Bq/cm2

βγ核種 4Bq/cm2

処分(埋立) *1 

α核種 0.5Bq/g

βγ核種 5Bq/g

α核種 0.4Bq/cm2

βγ核種 4Bq/cm2

(総量限度 1GBq/y･ｻｲﾄ)

処分(焼却) 

α核種 0.1Bq/g

βγ核種 5Bq/g

(総量限度 0.5GBq/y･ｻｲﾄ)

(放射線防護研究所

規則) 

再利用、再使用、 

処分(無条件)  *1 

α核種   0.1Bq/g

βγ核種   1Bq/g

低ｴﾈﾙｷﾞ-βγ核種 

（3H,14C 等）10Bq/g

α核種  0.4Bq/cm2

βγ核種 4Bq/cm2

低ｴﾈﾙｷﾞ-βγ 

(3H,14C 等) 40Bq/cm2

処分(条件付) 

（上限濃度） 

α+βγ 10Bq/g

（総量限度） 

βγ核種 1GBq

α核種 10MBq

(YVL 8.2)

 

再利用・再使用 *1 

α核種 0.04Bq/cm2 

βγ核種 1Bq/g 再利用 *1 

 0.4Bq/cm2 

(EC RP#43) 

 

104 核種毎に設定、以下は

例 

60Co(鉄、ｱﾙﾐ、銅)1Bq/g

 10Bq/cm2

再使用  

60Co(鉄、ｱﾙﾐ、銅)1Bq/cm2

(EC RP#89)

 

再利用  

60Co(建屋解体) 1Bq/cm2 

60Co(ｺﾝｸﾘｰﾄ片) 0.1Bq/g 

再使用 

60Co(建屋) 1Bq/cm2 

(EC RP#113)

 

一般物については、197 核

種毎に設定、以下は例 

60Co(一般物) 0.1Bq/g 

(EC RP#122)

257 核種毎に設定、

以下は例 

3H     100Bq/g

90Sr       1Bq/g

54Mn,60Co, 134Cs 

137Cs,152Eu,154Eu 

0.1Bq/g 

 

 

 

再利用 

3H 200Bq/g 

54Mn,90Sr,137Cs 1Bq/g 

60Co,152Eu,154Eu  0.4Bq/g 

134Cs     0.5Bq/g 

α核種   0.2Bq/g 

(重要放射性核種)

(原子炉施設におけるｸﾘｱ

ﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ検認のあり方に

ついて) 

 

クリアランス制度の無い国については、参考として各項目を大括弧書きで示した。 

*0) 日本のクリアランスレベルについては、原子力安全委員会において見直し中（平成 16 年９月現在）。 

*1) 表面汚染密度と濃度を満足する必要がある。 

*2) 施設の設計、運転規則、使用履歴に基づき、放射性物質との接触があるかないかによって、原子力廃棄物ｿﾞｰﾝと一般廃棄物ｿﾞｰﾝに区分される。 

 

  

 

        (出典)低レベル放射性廃棄物等安全ワーキンググループ資料に基づき作成
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諸外国のクリアランス制度について(２/２) 

 

  

 

                 

      

米国 ド イ ツ 国名 

 

項目 NUREG/CR5849 *3 MARSSIM *3 旧規制 現規制 
英  国 フ ラ ン ス カ ナ ダ ベ ル ギ ー スウェーデン フィンランド 

   

 

 

検認方法       直接測定(表面汚染

した物) 

試料採取 

直接測定(表面汚染し

た物) 

試料採取 

直接測定 (表面汚染した物) 

試料採取 (溶融処理した物) 

比例計算(難測定核種が存在

する物) 

直接測定(表面汚染した物) 

試料採取(溶融処理した物) 

比例計算(難測定核種が存

在する物) 

情報なし 情報なし

 

情報なし 

 

情報なし 

 

情報なし 

 

直接測定 

試料採取 

 

規格           NUREG/CR5849 (1992) MARSSIM (NUREG-1575) 

ｻｲﾄ解放のための放

射線ｻｰﾍﾞｲﾏﾆｭｱﾙ 

(1997,2000 改訂) 

多省庁間共用放射線ｻ

ｰﾍﾞｲ及びｻｲﾄ調査ﾏﾆｭｱ

ﾙ 

DIN25457(1993,1995,1996, 

1999,2000) 

放射性廃棄物と原子力設備

機器を放出する際の放射能

測定法 *4 

DIN25457(1993,1995,1996,

1999,2000) 

放射性廃棄物と原子力設

備機器を放出する際の放

射能測定法 *4 

規格なし 規格なし 規格なし 規格なし 規格なし 規格なし

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
検
認
概
要 

測定機器           ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

半導体検出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

半導体検出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ検出器 

半導体検出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ検出器 

半導体検出器 

情報なし 情報なし 情報なし 情報なし 情報なし 情報なし

実績ｻｲﾄ     ﾌｫｰﾄｾﾝﾄﾌﾞﾚｲﾝ,

ｼｮｰﾊﾑ 

ﾄﾛｰｼﾞｬﾝ,ﾒｲﾝﾔﾝｷｰ, 

ﾊﾀﾞﾑﾈｯｸ 

ｸﾞﾝﾄﾞﾚﾐﾝｹﾞﾝ,ﾆｰﾀﾞｰｱｲﾋﾊﾞｯﾊ, 

ﾗｲﾝｽﾍﾞﾙｸ,ｸﾞﾗｲﾌｽｳﾞｧﾙﾄ 

情報なし ｶｰﾍﾟﾝﾊｰｽﾄ濃縮工場 

 

ﾓﾝﾀﾞﾚｰ EL-4 

 

ｼﾞｪﾝﾄﾘｰ 1 

ﾁｮｰｸﾘﾊﾞｰ(研究炉) 

ﾕｰﾛｹﾐｯｸ再処理工

場,BR-3 

 

ﾍﾞﾙｷﾞｰから受入 

R1 炉(研究炉), 

ｵｹﾞｽﾀ, 

ﾘﾝｸﾞﾎｰﾙ(運転中) 

ﾛﾋﾞｰｻ(運転中), 

ｵﾙｷﾙｵﾄ(運転中) 

 

検認方法 直接測定(表面汚染

した物) 

試料採取 

直接測定(表面汚染し

た物) 

試料採取 

直接測定 (表面汚染した物) 

試料採取 (溶融処理した物) 

比例計算(難測定核種が存在

する物) 

情報なし        試料採取

(溶融処理した物) 

比例計算 

(難測定核種が存在

する物) 

直接測定 

試料採取 

(除染した後の建

屋は測定した後、

一般廃棄物ｿﾞｰﾝ

に変更) 

直接測定 直接測定

(建屋全表面)

試料採取 

α,β核種分析 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ法 

直接測定 

試料採取 

(溶融処理した物)

ｽﾐﾔ法 

(表面汚染した物)

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ法 

直接測定 

ﾋﾞﾆｰﾙ袋毎(10kg) 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ法 

約 50 袋毎(圧縮) 

測定機器         ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

半導体検出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

半導体検出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ検出器 

半導体検出器 

情報なし ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

 

放射線ﾓﾆﾀ 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ分析器 

 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

Ge 半導体検出器 

NaI(Tl)ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ検

出器 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ検

出器 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

 

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ分析器 

 

 

 

発生量       情報なし 情報なし 実績ｻｲﾄ(4 施設)の累計

約 9,700ton(推計) 

  

情報なし 解体廃棄物総量

ｱﾙﾐ,鋼等 40,000ton 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 120,000ton 

ｱﾙﾐのﾌﾘｰﾘﾘｰｽ量 

 5,000ton(除染後) 

2,000ton(溶融後) 

 

ﾁｮｰｸﾘﾊﾞｰ

金属累計 840m3 

 

実績ｻｲﾄ(2 施設) 

の合計

金属累計 

約 780ton 

（推計）

ｺﾝｸﾘｰﾄ累計 

約 1,400ton

 （推計） 

原子力発電所及びﾍﾞﾙ

ｷﾞｰから受入量の合計

金属累計 約 8,000ton

(推計)

R1 炉 

ｺﾝｸﾘｰﾄ累計 750ton

  

  

原子力発電所からの

金属屑(無条件)

最大 10ton/年

ｵﾙｷﾙｵﾄ 

金属  300ton 

 

 

 

  

最終処分

方法 

ｼｮｰﾊﾑ  

再利用 

金属(遮へい材等) 

 

情報なし        無拘束放出

限定再利用(溶融) 

 

情報なし 再利用

ｱﾙﾐ、鋼等 

 (溶融した後ｽｸﾗｯﾌﾟ) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ (路盤材等) 

 

 

ﾁｮｰｸﾘﾊﾞｰ 

再利用（無条件） 

金属 (ｽｸﾗｯﾌﾟ)

埋立処分 

(ｻｲﾄ内/近傍の処分

場) 

再利用 

金属 

(ｽｳｪｰﾃﾞﾝへ搬出後

溶融) 

再使用 

金属 

再利用(無条件) 

金属 (ｽｸﾗｯﾌﾟ)

埋立処分 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 (一般の処分場)

焼却処分 

油、危険物 

再利用(無条件) 

ｵｲﾙ (ｽｸﾗｯﾌﾟ) 

 (ﾛﾋﾞｰｻ,ｵﾙｷﾙｵﾄ)

金属 (ｽｸﾗｯﾌﾟ) 

(ｵﾙｷﾙｵﾄ)

埋立処分 (ｻｲﾄ) 

実 
 

 
 
 

 
 

 

績 
 

＊
５ 

その他 (ｼﾞｪﾝﾄﾘｰ 1 で使用した

規制値) 

α核種 0.2Bq/cm2 

βγ核種 1Bq/cm2 

(ﾕｰﾛｹﾐｯｸ再処理工

場で使用した規制

値)  

βγ核種 1Bq/g

その他参考情報          NUREG-1640 

原子力施設からの設備物質のｸﾘｱﾗﾝｽに関す

る放射線学的評価 

(規制除外基準を策定するための評価手法、

評価ﾊﾟﾗﾒｰﾀ､単位濃度当たりの線量評価値を

提案している。全米科学ｱｶﾃﾞﾐｰは、線量ﾍﾞｰ

ｽの基準を採用すべきであるとの報告を2002

年に行っている。) 

NRC ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(2003 年) 

固体物質の処分方法(ﾃﾞｨｽﾎﾟｼﾞｼｮﾝ)について

議論している。その中で EPA(環境保護庁)処

分場での処分も検討されている。 

ﾊｰｳｪﾙ原子力研究所

で鉛がｸﾘｱﾗﾝｽ(ﾌﾘｰﾘﾘ

ｰｽ)された実績があ

る。 

EU の勧告に相当する

廃棄物は、放射性廃

棄物として処分場で

処分されている。 

 

 

油、危険物は年間に

60ton、金属屑は年間

に 500ton がｸﾘｱﾗﾝｽさ

れている。 

廃油、大量の金属、ｺﾞ

ﾐは、条件付きでｸﾘｱﾗﾝ

ｽされている。 

 

 

 

 

             

 *3)：NUREG/CR5849 に替わるものとして、作成されたため、現行は検認方法として MARSSIM を使用。どちらも建屋・土壌の表面を対象とし、調査項目に変更はないが、試料採取（測定）数の決定方法が異なる。金属については規制指針 1.86 に従う。 

*4)：この他の規格として、DIN25462(2000)、特定核種の環境測定に対するγ線ｽﾍﾟｸﾄﾙの現場分析、DIN25482(1989, 1992, 1993, 1995, 1997, 1998, 2000, 2003) 放射線測定における検出限界と識別限界値、DIN/ISO7503(1990) 表面汚染の評価がある。 

*5)：調査の範囲内で判明しているもの。 
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【資料８】

重要放射性核種の評価方法（軽水炉の例）

(注) １．上記は、二次的な汚染を対象とした場合の一例であり、コンクリートの放射化の汚染

に存在するEu-152、Eu-154を含めていない。

２．放射性核種組成比は、統計学的手法により測定主要放射性核種との間に相関関係が認

められる場合に適用することができる。

（出典）第８回廃棄物安全小委員会

「資料1-2 クリアランスレベル検認の具体的方法（低レベル放射性廃棄物等ＷＧ検討資料 」）

全α（ｱﾙ
ﾌｧ）核種

Cs-137
(ｾｼｳﾑ)

Cs-134
(ｾｼｳﾑ) 測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係

が成立するため。
放射性核種組成比

Sr-90
(ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ)

外部からの測定が容易で放射性核種組成の主要
部分を占めることから、測定主要放射性核種と
する。

直接測定又は試料採取測定
Co-60

(ｺﾊﾞﾙﾄ)

測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係
が成立するため。

放射性核種組成比
Mn-54

(ﾏﾝｶﾞﾝ)

測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係
が成立しないが、H-3の放射性核種濃度は一定
の範囲に収束しているため。

平均放射能濃度法
H-3

(ﾄﾘﾁｳﾑ)

評価方法の適用理由評価方法
重 要

放射性核種

全α（ｱﾙ
ﾌｧ）核種

Cs-137
(ｾｼｳﾑ)

Cs-134
(ｾｼｳﾑ) 測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係

が成立するため。
放射性核種組成比

Sr-90
(ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ)

外部からの測定が容易で放射性核種組成の主要
部分を占めることから、測定主要放射性核種と
する。

直接測定又は試料採取測定
Co-60

(ｺﾊﾞﾙﾄ)

測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係
が成立するため。

放射性核種組成比
Mn-54

(ﾏﾝｶﾞﾝ)

測定主要放射性核種(Co-60)の濃度と相関関係
が成立しないが、H-3の放射性核種濃度は一定
の範囲に収束しているため。

平均放射能濃度法
H-3

(ﾄﾘﾁｳﾑ)

評価方法の適用理由評価方法
重 要

放射性核種
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【資料９】

関連資料の入手方法

【クリアランス制度の審議経過について知りたい】

以下の資料は経済産業省ホームページ又は経済産業省原子力安全・保安院ホームページでご覧

いただくことができます。

・経済産業省ホームページ〔http://www.meti.go.jp/committee/gizi_0000008.html〕

〔 〕・〃原子力安全・保安院ホームページ http://www.nisa.meti.go.jp/00000004/04a00000.htm

－総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会

－総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会

低レベル放射性廃棄物等安全ワーキンググループ

【クリアランスレベルについて知りたい】

以下の資料は、原子力公開資料センターにおいて直接閲覧することができます。お問い合わせ

のホームページは〔http://www.kokai-gen.org/〕です。

－主な原子炉施設におけるクリアランスレベルについて（平成 年 月原子力安全委員会）※１１ ３

－重水炉、高速炉等におけるクリアランスレベルについて（平成 年 月原子力安全委員会）１３ ７

－原子炉施設におけるクリアランスレベル検認のあり方について（平成 年 月原子力安全委１３ ７

員会）

※については、以下のホームページでもご覧いただくことができます。

〔http://www.enecho.meti.go.jp/rw/syo3.html〕

原子力安全委員会放射性廃棄物・廃止措置専門部会クリアランス分科会の審議状況について

は、以下のホームページでご覧いただくことができます。

〔http://www.nsc.go.jp/siryo/siryo_f.htm〕

【原子力政策について知りたい】

〔 〕以下の資料は原子力委員会ホームページ http://aec.jst.go.jp/jicst/nc/tyoki/index.htm

でご覧いただくことができます。

－原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画

【放射線について知りたい】

、 〔 〕例えば (財)高度情報科学技術研究機構ホームページ http://mext-atm.jst.go.jp/atomica/

に「原子力百科事典[ATOMICA]」があります。
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総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会

廃棄物安全小委員会 委員名簿

（敬称略、五十音順）

委員長 石榑 顕吉 埼玉工業大学先端科学研究所教授
いしぐれ けんきち

阿部 昌義 日本原子力研究所東海研究所バックエンド技術部長
あ べ まさよし

井川陽次郎 読売新聞社論説委員
い か わ ようじろう

岡田 義光 防災科学技術研究所企画部長
お か だ よしみつ

織原彦之丞 東北工業大学教授
おりはらひこのじょう

川上 泰 財団法人原子力安全研究協会研究参与
かわかみ ゆたか

小佐古敏荘 東京大学原子力研究総合センター助教授
こ さ こ としそう

小玉喜三郎 産業技術総合研究所副理事長
こ だ ま きさぶろう

駒田 広也 財団法人電力中央研究所地球工学研究所首席研究員
こ ま だ ひろや

斎藤 誠 東京大学大学院法学政治学研究科教授
さいとう まこと

新藤 静夫 千葉大学名誉教授（～平成 年 月 日）１６ ３ １２
しんどう しずお

嶋田 純 熊本大学理学部教授（平成 年 月 日～）１６ ４ １９
し ま だ じゅん

登坂 博行 東京大学大学院工学系研究科地球システム工学専攻助教授
と さ か ひろゆき

長﨑 晋也 東京大学大学院新領域創成科学研究科環境学専攻助教授
ながさき しんや

満木 泰郎 法政大学工学部教授
ま き やすろう

松田美夜子 富士常葉大学環境防災学部助教授
ま つ だ み や こ

山内 喜明 弁護士
やまのうち よしあき

和気 洋子 慶應義塾大学商学部教授
わ け ようこ
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総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会

低レベル放射性廃棄物等安全ワーキンググループ 委員名簿

（敬称略、五十音順）

主査 小佐古敏荘 東京大学原子力研究総合センター助教授
こ さ こ と し そ う

石榑 信人 放射線医学総合研究所放射線安全研究センター
い し ぐ れ の ぶ ひ と

防護体系構築研究グループグループリーダー (平成16年３月19日～)

岩倉 哲男 元放射線医学総合研究所環境衛生研究部長 (～平成16年３月18日)
い わ く ら て つ お

大越 実 日本原子力研究所東海研究所バックエンド技術部
おおこし みのる

放射性廃棄物管理第１課長

大谷 圭一 防災科学技術研究所技術参事
おおたに けいいち

織原彦之丞 東北工業大学教授
おりはらひこのじょう

衣笠 善博 東京工業大学大学院総合理工学研究科教授
きぬがさ よしひろ

木村 英雄 日本原子力研究所東海研究所燃料サイクル安全工学部
き む ら ひ で お

廃棄物安全評価研究室長

駒田 広也 財団法人電力中央研究所地球工学研究所首席研究員
こ ま だ ひ ろ や

佐々木憲明 原子力安全基盤機構解析評価部サイクル施設解析グループ長
さ さ き の り あ き

新藤 静夫 千葉大学名誉教授 (～平成16年３月12日)
し ん ど う し ず お

田中 勝 岡山大学大学院自然科学研究科教授
た な か ま さ る

長﨑 晋也 東京大学大学院新領域創成科学研究科環境学専攻助教授
ながさき しんや

橋本 弘士 藤田保健衛生大学衛生学部客員講師
は し も と ひ ろ し

増位 和也 宇宙航空研究開発機構総合技術研究本部
ま す い か ず や

飛行試験技術開発センター飛行実験チームチームリーダー

松田美夜子 富士常葉大学環境防災学部助教授
ま つ だ み や こ

南 賢太郎 財団法人高度情報科学技術研究機構参与
みなみ けんたろう

森本 隆夫 財団法人日本分析センター分析部
も り も と た か お

ストロンチウム・セシウムグループリーダー

柳原 敏 日本原子力研究所東海研究所バックエンド技術部次長
やなぎはら さとし

山路 昭雄 元海上技術安全研究所原子力技術部長
や ま じ あ き お

山本 正史 財団法人原子力環境整備促進･資金管理センター
やまもと まさふみ

基準･安全研究プロジェクトチーフプロジェクトマネジャー
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総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会

廃棄物安全小委員会における検討の経緯

（クリアランス制度に係る検討）

第 ７ 回 平成１５年１１月２０日

・廃棄物安全小委員会における当面の検討課題について

第 ８ 回 平成１６年 ４月２０日

・低レベル放射性廃棄物等安全ワーキンググループにおける検討結果（原子力施設

におけるクリアランス制度の整備について［検討結果の取りまとめ ）について］

第 ９ 回 平成１６年 ５月１０日

・クリアランス制度化について（電気事業連合会）

・廃棄物処理法について

第１０回 平成１６年 ５月１８日

・クリアランス制度に関する主な論点について

・報告書案（原子力施設におけるクリアランス制度の整備について）について

第１１回 平成１６年 ６月 ４日

・クリアランス制度に関する主な論点について

・クリアランス物の取扱いについて

・報告書案（原子力施設におけるクリアランス制度の整備について）について

パブリックコメントの募集 平成１６年 ６月 ９日～ ７月 ８日（３０日間）

第１２回 平成１６年 ７月３０日

・報告書案（原子力施設におけるクリアランス制度の整備について）に寄せられた

パブリックコメントに対する考え方について

クリアランス制度に関するシンポジウム

・８月１８日 東京（港区赤坂区民センター）

・９月 ２日 大阪（(財)大阪科学技術センター）

第１３回 平成１６年 ９月１４日

・ クリアランス制度に関するシンポジウム」における来場者からの意見について「

・報告書（原子力施設におけるクリアランス制度の整備について）取りまとめ
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総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会

低レベル放射性廃棄物等安全ワーキンググループにおける検討の経緯

（クリアランス制度に関する検討）

第 ５ 回 平成１５年１２月 ４日

・原子炉施設におけるクリアランスレベル検認のあり方の概要と検討課題について

第 ６ 回 平成１６年 １月２９日

・事業者によるクリアランスレベル検認の紹介（電気事業連合会）

第 ７ 回 平成１６年 ２月２６日

・廃棄物処理法について

・原子力発電施設の技術基準の性能規定化と民間規格の活用について

・クリアランスレベル検認の具体的方法について

・クリアランスレベル検認報告書取りまとめ案（構成）について

第 ８ 回 平成１６年 ３月１５日

・クリアランスレベル検認の具体的方法について

・クリアランスレベル検認報告取りまとめ案について

第 ９ 回 平成１６年 ３月２３日

・クリアランスレベル検認方法に関する取り組み（(財)電力中央研究所）

・クリアランスレベル検認の具体的方法について

・クリアランスレベル検認報告取りまとめ案について

第１０回 平成１６年 ４月１２日

・クリアランスレベル検認の具体的方法について

・クリアランスレベル検認報告取りまとめ案について
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